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終了時評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 
国名： 
タンザニア連合共和国 

案件名： 
ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクトフェーズ 2

分野：上水道 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部  
水資源グループ 水資源第二チーム

協力金額（終了時評価調査時点）：約 3.51 億円 

協力期間： 
（R/D: 2011 年 7 月 25 日） 

2011 年 11 月 1 日～ 
2015 年 10 月 3 日（4 年間） 

先方関係機関： 
ザンジバル土地住宅水エネルギー省（MLHWE） 
ザンジバル水公社（ZAWA） 

日本側協力機関： 
他の関連協力 
【国際協力機構：JICA】 
 無償資金協力「ザンジバル市街地給水計画」（第 1 期：2006 年～2008 年、第 2 期：2009 年

～2011 年） 
 技術協力プロジェクト「ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト」（2008 年～2010 年）

【アフリカ開発銀行：AfDB】 
 「ザンジバル給水・衛生プロジェクト」（2008 年～2013 年） 
 「ザンジバル都市給水・衛生プロジェクト」（2013 年～2016 年） 

1-1. 協力の背景と概要 
タンザニア連邦共和国のザンジバル・ウングジャ島都市地域（ストーンタウン及びその近郊）

では、1920年代から地下水・湧水を水源とした水道の整備が行われ、1990年までに100kmに及ぶ

送配水管、送水場、7カ所の配水池が整備された。しかし、その後は財政難によって施設の改修

や拡張が行われない状況が続き、給水量の不足により時間給水や断水を余儀なくされている。

このような状況の下、我が国はタンザニア連合共和国からの要請に基づき、2006年から2011年
にかけて給水能力の強化を目的とした無償資金協力「ザンジバル市街地給水計画」を実施し、

給水能力の増強を行った。また、ザンジバルでの水道事業は、旧ザンジバル水・建設・エネル

ギー・国土省（現在のザンジバル土地住宅水エネルギー省）の水開発局によって省庁直営の形

態で行われていたが、2006年8月に設立されたザンジバル水公社（Zanzibar Water Authority：
ZAWA）に権限が移管された。かかる状況を受け、2008年から2010年にかけてZAWAに対し、水

道料金の徴収の改善により、水道事業体としての独立採算に向けた経営基盤を整備することを

目的とした技術協力プロジェクト「ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト」（以下フェ

ーズ1）が実施され、料金徴収体制が確立された。 
しかしながら、依然として給水状況が悪い地域が多く存在する他、配水管及び給水管につい

ても老朽化による漏水が著しい。このことは無収水問題の大きな要因となっており、ZAWAが経

営基盤を強化し、継続的に安定した給水を行っていく上での支障となっている。また、無収水

対策に加え、ZAWAが安定した給水を行っていくための経営基盤を整備するためには、フェーズ

1で構築した料金徴収体制をもとに更なる料金徴収率の向上を図り、かつ水道事業体としての経

営能力の強化を通じて財務状況を改善していくことが必要となっている。このような背景のも

と、本技術協力プロジェクトは2011年11月から開始され、2015年10月までの4年間の予定で実施

されている。 
1-2. 協力内容 

本プロジェクトは、ザンジバル・ウングジャ島において、ZAWAを対象に、水道事業経営能力

の向上、水道料金徴収率の向上、無収水削減における計画策定能力及び実施能力の向上により、

財務状況の改善をはかり、もって水道サービスの改善に寄与するものである。 
(1) 上位目標：ZAWA の水道サービスが改善される。 
(2) プロジェクト目標：無収水削減活動を通じて ZAWA の経営能力が改善される 
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(3) 成果 
1) ZAWA の情報管理能力が向上する。 
2) ZAWA の人事管理能力が向上する。 
3) ZAWA の顧客管理能力が向上する。 
4) ZAWA の無収水削減に係る計画策定/施行能力が向上する。 

(4) 投入（終了時評価調査時点） 
日本側：総投入額 約 3.51 億円 

専門家派遣 ：短期専門家 15 名, 合計（100.41 人月） 
研修員受入：17 名      機材供与： 0.58 億円 
ローカルコスト負担（機材供与費も含む）：1.16 億円 

タンザニア側： 
カウンターパート配置    施設提供：ZAWA 本部内に専門家用執務室として 1 部屋 
水道メーター、流量計、バルブの設置費用：総額 6 億 3,700 万シリング（約 351,000 米ドル）

2. 評価調査団の概要 
調査者 ＜日本側＞ 

団長 宮崎 明博 地球環境部 水資源第二チーム 課長 
調査企画 吉武 尋史 地球環境部 水資源第二チーム 調査役 
評価分析 望月 昭宏 株式会社アイコンズ 

 

＜タンザニア側＞ 
Mussa Ramadhan Haji ザンジバル水公社 営業・顧客サービス部長 

 

調査期間：2015 年 5 月 13 日〜2015 年 6 月 1 日 評価種類：終了評価調査 
3. 評価結果の概要 
3-1. 実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み） 

(1) 投入・活動実績 
本プロジェクトは、一部の活動が予算手当の遅延、それに伴う資材調達手続きの遅れによ

り実施が遅れているが、その他については概ね計画に沿って活動が実施されている。 
 

(2) 成果の達成状況 
成果１：ZAWAの情報管理能力が向上する 

成果 1 は概ね達成されていると判断される。指標 1-1「MIS レポートが毎月作成され、ZAWA
の経営に利用される」は部分的に達成された。経営情報システム（Management Information 
System：MIS）レポートは月次で編纂されるようになったが、ZAWA 経営陣が経営の指標とし

て活用する段階には至ってない。他方、MIS を経営に積極的に活用するため MIS ユニットを

独立させる計画が進展しており、プロジェクト完了時までには達成することが見込まれる。

また、指標 1-2「ZAWA 年間ビジネス計画が作成され、JICA 技術協力による漏水探査活動の

予算管理に利用される」は達成したと判断される。5 カ年計画に基づく予算は年間ビジネス計

画（Annual Business Plan：ABP）を反映して請求されたものの、予算要求額と ZAWA の他の

予算項目との調整で見送られた。他方、同 ABP はザンジバル政府が有するインフラ基金への

予算要求において利用され、十分な予算が確保された。 
 

成果2：ZAWAの人事管理能力が向上する 
成果 2 はプロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。指標 2-1「組織構造改定案

が ZAWA 理事会に承認される」は、7 月までには ZAWA 理事会で審議される予定であり、プ

ロジェクト期間中での達成が見込まれる。他方、指標 2-2「職員規定/規則改定案が ZAWA 理

事会に承認される」に関しては、理事会の承認を得ており、現在、大統領府と公共サービス

委員会への承認手続き中であり、2015 年 8 月からの実施が見込まれている。 
 

成果3：ZAWAの顧客管理能力が向上する 
成果 3 の達成状況および今後の達成見込みは以下のとおりとなっており、プロジェクト終
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了までに達成されることが見込まれる。指標 3-1「モデルシステムの全顧客（約 9,400 世帯）

が新たに SBM-GIS に登録される」は 8,300 世帯の登録が完了し、2015 年 7 月までに全世帯登

録完了が見込まれている。指標 3-2「モデルシステム地域における検針能力が、検針チームあ

たり、月間 200 世帯から 400 世帯に向上される」は、2015 年 5 月よりデータロガーと水道メ

ーター位置情報地図を利用した現場指導（On the Job Training：OJT）研修が開始され、プロジ

ェクト終了時までの達成が見込まれる。指標 3-3「パイロットエリアにおける請求書徴収率の

改善」については、現在、プロジェクトチームが配水管に不法接続している利用者を確認し、

顧客登録を行うよう勧誘活動を実施中であり、登録顧客数が順調に増加している。他方、顧

客登録を拒否する利用者に対しては水道サービスの提供を中止している。そのため、パイロ

ットエリアにおいて 2014 年 1 月から 12 月にかけて請求・徴収されたデータの月例平均値を

根拠に設定されたベースラインと比較して、2015 年 5 月時点における請求書配布件数率は改

善傾向を示しており、プロジェクト終了時までの達成が見込まれる。 
 

成果4：ZAWAの無収水削減に係る計画策定/施行能力が向上する 
成果 4 の達成度は中程度と判断される。指標 4-1「漏水削減準備計画が年間ビジネス計画

（ABP）に組み込まれる」は達成したと判断される。ABP における予算請求額が大きかった

ため通常予算への予算要求ではなく、インフラ基金に対し予算要求を行い 830 百万シリング

が配賦された。同金額は ABP に基づき算定されたものであるため、インフラ基金からの予算

割り当てであっても計画の実施に問題ないことが確認された。指標 4-2「パイロットエリアに

おける手順書が、ZAWA により他ドナー支援の有償事業の設計図書に反映される」は達成を

確認されていない。プロジェクトチームが提唱する設計思想の反映如何については、ZAWA
が設計作業を委託している現地コンサルタント企業が作成中の入札図書が提出されたのち

に、内容を確認する必要がある。指標 4-3「ZAWA 職員の能力が、以下の分野（漏水探査、配

管、給水装置他）において定められた基準を満たす」は達成していない。当該指標に対応す

る活動は、建設資材の調達遅延により予定より開始が遅れ、2015 年 7 月から開始予定である。
 

(3) プロジェクト目標の達成状況 
【プロジェクト目標】無収水削減を通じてZAWAの経営能力が改善される。 

指標 1「JICA 技術協力プロジェクトとの協働により、ZAWA の無収水削減プロジェクトが

開始される」に関しては、プロジェクト終了までに達成が見込まれる。但し、プロジェクト

チームが提唱する配水系統化の設計思想が、入札図書に確実に反映されるかについては引続

き注視する必要がある。指標 2「ZAWA 年間ビジネス計画の年次予算が、事業経営の優先性を

考慮して配分される」は、ザンジバル政府が有するインフラ基金に対し予算要求を行い、総

額 830 百万シリングを獲得したことから概ね達成したと見なされる。しかしながら、各成果

の達成状況ならびにプロジェクト目標である【ZAWA 経営能力の改善】の現状を加味すると、

プロジェクト目標の達成状況は中程度と判断される。 
 

(4) 上位目標の達成状況（見込み） 
【上位目標】ZAWAの給水サービスが改善される。 

上位目標の達成には、（1）給水時間の拡大と給水圧力の安定化と、（2）水道料金の請求率・

回収率の上昇が求められる。（1）については、プロジェクトが提案する配水系統化の設計思

想が ZAWA に理解され、今後の漏水対策、配管補修に反映されること、それに基づき、ZAWA
の給水サービス技術も向上すること、（2）については、プロジェクトが現在 OJT により技術

移転している顧客データの整備と、請求書発行から料金回収に至るまでのフローが ZAWA 職

員に浸透し、継続的に実施されることが必要である。これらは各成果の進展に加え、ZAWA
の組織改革への取り組みとザンジバル土地住宅水エネルギー省（Ministry of Lands, Housing, 
Water and Energy：MLHWE）のサポートが得られれば、実現可能である。よって中長期的には

上位目標の達成が見込まれる。 
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3-2. 評価結果の要約 
(1) 妥当性：高い 

【タンザニア政府の政策との整合】 
本プロジェクトは、タンザニア政府の「タンザニア開発ビジョン 2025」、ザンジバル政府

の「ザンジバル開発ビジョン 2020」、「ザンジバル国家水政策（2004 年）」と整合性がある。

【日本政府の政策との整合】 
我が国の「対タンザニア共和国 国別援助方針（2012 年）」には、「給水・水資源管理分野の

インフラ整備の支援」および「インフラの効果的な運用と自律的な維持管理のための人材育

成の取り組み」が明記されている。加えて、2013 年に開催された第 5 回アフリカ開発会議（The 
Fifth Tokyo International Conference on African Development：TICAD V）では、安全な飲料水へ

のアクセスの増加を成果目標の一つとして挙げており、本プロジェクトは日本政府の援助方

針に合致している。 
【受益者ニーズとの整合】 

ザンジバルでは、給水施設の維持管理や拡張が不十分であり、漏水等の問題から時間給水

や断水を余儀なくされている。そのため水道サービスの改善はザンジバル市民のニーズに合

致している。さらに、ZAWA が水道事業体として独立採算経営を実現するためには、水道事

業経営の改善、水道料金徴収率の向上、無収水削減の計画策定・実施能力の強化を通じた財

務状況の改善が必要であり、ZAWA のニーズとも合致している。 
 

(2) 有効性：中程度 
終了時評価時点ではプロジェクト目標は達成していない。しかしながら、外部条件である

安全かつ清潔な水をザンジバル市民に提供することを目的に掲げるザンジバル国家水政策

（2004 年）に変化がないこと、パイロットエリアにおける活動の遅延要因であった資材調達

日程が確定したこと、アフリカ開発銀行（African Development Bank：AfDB）有償資金事業に

ついては、ZAWA と AfDB の間で有償資金契約が締結され、現在は入札図書の作成段階にあり、

事業の開始手続きが着実に進展していること、組織改革案の ZAWA 理事会への提出準備が整

いつつあること等、プロジェクトを取り巻く環境が好転しつつある。 
ZAWA の財務状況が好転しない要因として、経営能力の欠如、水道料金徴収能力の不足、

漏水と不法接続による無収水率の高さが挙げられる。このことから、本プロジェクトの 4 つ

の成果はプロジェクト目標（無収水削減活動を通じた経営能力の改善）達成に必要な要素を

網羅しており、成果からプロジェクト目標にいたる因果関係は十分にあると言える。 
 

(3) 効率性：中程度 
終了時評価時点における成果の達成状況は十分とは言えないが、プロジェクト前半におけ

る専門家チームとカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）のコミュニケーション不足

による実施プロセスの停滞、活動に必要となる予算確保の遅延、資材調達の遅れなどの影響

を考慮すれば、これまでの投入量に相応の成果が産出されていると判断される。他方、中核

となるZAWA職員の不足やプロジェクトに参加しているZAWA職員が日常業務との兼ね合い

でプロジェクト活動に参加できないことが少なからず発生したことは効率性に影響を及ぼし

た。 
 

(4) インパクト：中程度 
AfDB 有償資金事業の開始はプロジェクト終了後になることが予定されていることから、当

該事業との連携によるプロジェクト目標の達成は、プロジェクト期間内では困難である。一

方、同事業の実施に連動する成果 4 の達成はプロジェクト目標、上位目標の指標達成に大き

く貢献することから、中長期的には上位目標達成の可能性が見込まれる。また、アスベスト

管の交換時における処理方法の確定、ZAWA 女性職員が検針業務時に使用する長袖ユニフォ

ーム作成など、環境面、ジェンダーの分野において負のインパクトが生じないような配慮が

なされている。なお、上位目標の指標に関しては、2015 年 6 月〔第 8 回合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）〕で一部が設定され、残る指標についても 8 月（第 9 回 JCC）
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で確定される予定である。 
 

(5) 持続性：中程度 
【政策面】タンザニアの政府開発計画「タンザニア開発ビジョン 2025」及びザンジバル水政策

に沿って、プロジェクトの効果は継続されていくと考えられる。 
【組織面】組織面の改善には、ZAWA 理事会へ提出予定の組織改革案の実施に加え、総裁をは

じめとする ZAWA 上層部の意識改革が最重要である。なお、10 月に予定されている選挙結果

により、新たに着任する総裁人事、ZAWA の上位機関であるザンジバル土地・住宅・水エネ

ルギー省との連携もプロジェクトを左右する重要な要素になると考えられる。 
【財政面】ZAWA の財政状況は改善傾向を示しておらず、現状では政府補助金に頼らざるを得

ない状況にある。予算策定については ZAWA の財務状態が考慮されるものの、ザンジバル政

府の基本方針として、ZAWA が水道事業体として独立採算を実現することが強く求められて

いる。 
【技術面】ザンジバル内で調達している部品と価格を考慮した技術標準書が作成されるなどプ

ロジェクト終了後も活動の継続に支障が生じないよう配慮がなされている。ZAWA 職員に対

する OJT 研修を通じ無収水削減活動に必要な知識と技能は向上してきているが、現場におけ

る実務訓練が引続き重要である。また、水道事業体として MIS 情報の継続的な更新、分析、

共有、活用が求められる。 
 
3-3. 効果発現に貢献した要因 

計画内容に関すること 
ザンジバル政府は ZAWA が水道事業体として独立採算を実現し、経済的に自立することを

強く求めており、ZAWA 職員も本プロジェクトの実施を通じて、収入向上に対する認識を抱

くようになってきた。 
実施プロセスに関すること 

C/P からの聞取り調査により、日本人専門家チームのメンバー構成が刷新されて以降、専門

家チームと ZAWA の C/P とのコミュニケーションが劇的に改善したことが確認された。交代

後の専門家チームは OJT によって技術移転を行っていくアプローチを多用している。これが

現場における C/P の実務能力の大幅な向上に貢献している。 
 
3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 

計画内容に関すること 
ZAWA には、無収水削減を専門に担当する部署が存在していない。そのため C/P は既存の

各部署より担当者を選抜しプロジェクト活動に従事させている。しかし、プロジェクト活動

に従事しているほとんどの ZAWA 職員は、ZAWA での業務とプロジェクト活動の兼務となっ

ており、ZAWA 業務との兼ね合いより、予定されていたプロジェクト活動への従事が困難に

なることも少なからず発生し、円滑なプロジェクト活動実施の阻害要因となっていることが、

C/P への聞取りより確認された。 
実施プロセスに関すること 

ZAWA は技術職員及び能力が高い職員が不足している。そのため業務が一部職員に集中し

ており、彼らがプロジェクト活動を実施するための十分な時間を確保することが難しい状況

にある。また、検針・請求担当者、SBM オペレーター、エンジニアなどのポジションは人員

不足であり、プロジェクト活動の円滑な実施に影響を及ぼした。 
 
3-5. 結論 

プロジェクトは、2008 年にフェーズ 1 として開始されて以来、ZAWA のオーナーシップの欠

如、円滑とは言い難いプロジェクトチームと ZAWA のコミュニケーション、老朽化したインフ

ラを修理、交換するための技術、予算の欠如、ZAWA 首脳陣の経営認識の不足など、多くの阻

害要因の中で実施されてきた。しかしながら、プロジェクトチームメンバーが大幅に刷新され

て以来、阻害要因の影響を受けながらも確実にプロジェクトを進めており、プロジェクト終盤
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になり、ようやく実施状況が好転してきている。そのためプロジェクトの残り期間においては、

提言に基づく活動が確実に行われることで成果 1、2、3 の指標の達成が見込まれる。また、成

果 4 にも AfDB 有償資金事業の開始に伴って進捗が予想されることから、プロジェクト目標につ

いてはプロジェクト終了後に達成されると考えられる。 
 
3-6. 提言 
水省による水道事業へのサポート 

水省は、水道事業に関連する諸法律の整備や、配管工事にかかるライセンス制度等の規制を

整備し、ZAWA の水道事業改善の取り組みに協力を期待する 
 
3-7. 教訓 

プロジェクトは 2 年目に総括を交代し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）も大幅に変更して最終年度を実施している。以下の教訓は PDM 変更前を含むプ

ロジェクトすべての段階から抽出されたものであり、今後の JICA のプロジェクト形成、又は相

手国側にもプロジェクトのカウンターパートとして参考となると考えられる。 
(1) 問題意識の共有 

プロジェクト実施に際し、必要な資源の配分は優先順位で決められ、それには当事者の問

題意識の共有が不可欠である。問題意識が共有されれば、プロジェクトの円滑な実施が可能

となる。プロジェクト開始段階より、専門家チーム、ZAWA 上層部はプロジェクトの実施に

向け積極的に協力すべきであった。 
(2) コミュニケーション手法 

本プロジェクトでは、専門家チームの総括が途中で交代した後、C/P との間のコミュニケー

ションを OJT をベースに実施することにより、両者の関係が劇的に改善された。よって、プ

ロジェクト実施に際しては、プロジェクトは、C/P との適切なコミュニケーションを考えるべ

きである。 
(3) PDM デザイン 

本プロジェクトは、PDM 変更を 2 度行っているが、プロジェクト開始当初の PDM は総花

的な内容であり、対応が困難であったと考える。そのため、プロジェクトの内容をデザイン

する際には、JICA はプロジェクトチームと共に何が中心的な問題となっているかを精緻に分

析し、その問題の解決に直接的に寄与するアウトプットを中心にプロジェクト活動を想定し、

PDM を作成すべきである。 
 
3-8. フォローアップ状況 

現在、AfDB によるプロジェクトを担当するコンサルタントによる入札図書の提出、ZAWA に

よる管材調達の遅延より、一部のプロジェクト活動が推進できない状況にある。そのためプロ

ジェクト活動を完遂し目標を達成するため、プロジェクト期間の延長を JCC にて提案した。 
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Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 
Country：The Revolutionary Government 
of Zanzibar, The United Republic of 
Tanzania 

Project title：Project for enhancement of water supply 
management of Zanzibar Water Authority Phase 2 

Issue/Sector: Water Supply Cooperation scheme：Technical cooperation project 
Division in charge: JICA：Global 
Environmental Department 

Total cost (at the time of Terminal Evaluation)： 116 
million Japanese Yen  

Period of 
Cooperation 

(R/D): 2011/11/1-2015/10/3 Partner Country’s Implementing Organization： 
Zanzibar Water Authority (ZAWA) 

Supporting Organization in Japan：- 
1. Background of the Project 

The United Republic of Tanzania (hereinafter referred to as Tanzania) consists of Zanzibar and 
Tanganyika. In the urban area of Zanzibar, the piped water supply service started in the 1920s and 
groundwater has been used as the water source. By 1990, the total length of water supply pipes reached 
100 km and seven (7) water service reservoirs were developed. However, due to the lack of financial 
resources, these water supply facilities have not been sufficiently maintained, which has led to a shortage 
of the system’s water supply capacity. Under these circumstances, in response to the request of the 
Government of Tanzania, the Government of Japan conducted a grant aid project, Zanzibar Urban Water 
Supply Development, from 2006 to 2010, to increase water supply capacity. In addition, JICA conducted 
a technical cooperation project, Enhancement of Water Supply Management of Zanzibar Water Authority 
(Phase 1) from 2008 to 2010, which included the establishment of the fee collection system. 

The combination of the high leakage from the deteriorated distribution network and the low fee 
collection ratio has had negative impacts on ZAWA’s operation. With an aim to enhance ZAWA’s water 
supply management, the Government of Tanzania requested the Government of Japan to conduct a Project 
for the further enhancement of the water supply management of the Zanzibar Water Authority. In response 
to the request, the Japan International Cooperation Agency (JICA) dispatched the Japanese Detailed 
Planning Survey Team in March 2011. As a result, the Record of Discussion (R/D) was formally signed 
by and between the Ministry of Lands, Housing, Water and Energy (MLHWE) and the JICA Tanzania 
Office for the implementation of the Project for the Enhancement of Water Supply Management of 
Zanzibar Water Authority Phase 2 in July 25, 2011. 

 
2.  Project Overview 
(1) Overall Goal 
ZAWA’s water supply services are improved. 
 
(2) Project Purpose 
ZAWA’s management capacity through NRW reduction activities is improved. 
 
(3) Outputs 
Output 1: ZAWA’s capacity of information management is enhanced. 
Output 2: ZAWA’s capacity of human resources management is improved. 
Output 3: ZAWA’s capacity of customer management is improved. 
Output 4: ZAWA’s capacity to plan and implement leakage reduction activities is enhanced. 
 
(4) Inputs (at the time of terminal evaluation)  

Japanese side: Total cost 3.51 million yen (as of Apr. 2015)  
Japanese Experts: 15 persons (100.41MM) 
Equipment: Water leakage detection unit, Vehicle for leakage detection (mobile laboratory), 
Ultrasonic flow mater, Materials and equipment for service connection installation training. 
Training in Japan: 17 persons 
Training in Third Country (Jordan): 3 persons 
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Tanzanian side 
Counterparts: 6 persons 
Facilities: Office space for Japanese experts 
Equipment: installation of water meters, valves and flow meters.  
Local Cost: 637,084,200 Tsh (Approx. 116,050,000 Yen)  
Others: Electric, water, custom duty, inland transportation 

II. Evaluation Team 
Members of Evaluation 
Team 

Akihiro Miyazaki Team Leader (JICA) 
Hirofumi Yoshitake Cooperation Planning (JICA) 
Akihiro Mochizuki Evaluation and Analysis (ICONS Inc.) 

Period of Evaluation 2015/5/13-2015/6/1 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
III. Results of Evaluation 
III-1. Tanzanian Component  
1. Project Performance 
1-1. Input and Activities 

Due to delay of getting budget and procurement procedure for necessary material, some activities has 
been delayed, in some case, it has not been started yet. The activities in the Pilot Area will be launched 
in July, 2015, however, it is not sufficient period to complete the activities in order to realize Output 4. 
On the other hand, other activities are expected to be done by the project ends. 

 

1-2. Outputs 
Output 1: ZAWA’s capacity of information management is enhanced. 

In terms of Output 1 which shows capacity enhancement of ZAWA’s information management, the 
indicators regarding compiling monthly Management Information System (MIS) report and utilization 
for management (Indicator 1-1) and preparation of Annual Business Plan (ABP) of budget management 
for leakage reduction activities (Indicator 1-2) have been improved considerably. However, monthly 
MIS report should be utilized more in order to contribute for ZAWA’s management. Meanwhile ABP 
was not used for ordinary budget request based on five year plan, but used for budget request to the 
fund for infrastructure of Zanzibar government. Therefore the Output 1 is deemed as relatively high. 

 

Output 2: ZAWA’s capacity of human resources management is improved. 
For the Output 2, revised organization structure is not submitted to ZAWA board (Indicator 2-1). 

Meanwhile amendment of staff and regulation approved by ZAWA board (Indicator 2-2) is attained. 
According to the Director General of ZAWA, revised organization structure will be submitted to ZAWA 
board in July, 2015. Therefore the Output 2 will be attained by the end of the project. 

 

Output 3: ZAWA’s capacity of customer management is improved. 
For the Output 3, None of the indicators has been attained at the time of Terminal Evaluation. 

However registration of all customer information in Model system into SBM-GIS (Indicator 3-1) will 
be achieved in July, 2015. Meanwhile other indicators, the improvement of meter reading capacity 
(Indicator 3-2) and the target billing ratio in the Pilot Area (Indicator 3-3) are expected to be achieved 
by the project end. 

 

Output 4: ZAWA’s capacity to plan implement leakage reduction activities is enhanced. 
For the Output 4, incorporation of preliminary plan on leakage reduction to ABP (Indicator 4-1) is 

considered as achieved. Because ZAWA has obtained 830 million Tanzanian Shillings from 
infrastructure fund of Zanzibar Government in fiscal year of 2014 instead of ordinary budget. 
Meanwhile, “ZAWA reflects operating procedure in Pilot Area to design report for ZAWA’s Project 
under the other donor loan” (Indicator 4-2) is not achieved at the time of Terminal Evaluation. It will 
be confirmed in the tender document which will be submitted to ZAWA by the consultant firm. On the 
other hand, the On the Job Training for ZAWA staff to qualify leakage reduction activities in the Pilot 
Area (Indicator 4-3) is not attained due to delay for material procurement. The OJT will start in July 
and terminate after the project. 

 

1-3. Project Purpose 
Project Purpose: ZAWA’s management capacity through NRW reduction activities is improved. 
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The loan agreement for NRW reduction project was signed between ZAWA and African 
Development Bank (AfDB) in collaboration with JICA Technical Cooperation (Indicator 1). However 
it is still uncertain that the concept of the project “water distribution systematization” will be included 
in the AfDB loan program at the time of Terminal Evaluation. On the other side, ZAWA’s annual 
business plan with annual planned budget allocation (Indicator 2) is considered as achieved. Because 
the ABP is used for budget request to infrastructure fund of Zanzibar government, though ABP was not 
reflected to ordinary budget request due to the size of amount and the balance of other budget items. 
For these reasons, the Terminal Evaluation team judged the Project Purpose has been achieved 
partially, at the time of Terminal Evaluation. 

 

1-4. Overall Goal 
Overall Goal: ZAWA’s water supply services are improved. 

The numerical target of Overall Goal was not determined at the time of terminal Evaluation, 
therefore it is not possible to evaluate of its achievement. The numerical target for supply hours and 
water pressure in the Model System (Indicator 1) will be set in June, meanwhile the numerical target 
for ratio of billing and collection in the Model System (Indicator 2) will be set in August. Both 
indicators are expected to be achieved, if AfDB program would be implemented with the concept 
“water supply systematization” which is proposed by the Project. 

 

2. Summary of Evaluation Results 
2-1. Relevance: High 
【Consistency with Tanzanian Policy】 

The Project is consistent with the country development framework, such as Tanzania Development 
Vision 2025, Zanzibar Development Vision 2020, and the Zanzibar Strategy for Growth and Reduction 
of Poverty (ZSGRPII/MKUZA II). In addition, the Project also is in line with the Zanzibar National 
Water Policy (2004) that aims at providing all consumers with clean and safe water. 

 

【Consistency with Japanese Policy】 
The Japanese Government sets the “infrastructure development sustaining economic growth and 

poverty reduction” in country assistance policy for Tanzania in 2012. Also the government has the 
highest priority to Zanzibar regarding to water supply management in Tanzania. Moreover, in TICAD 
V (2013), the Yokohama Action Plan 2013-2017 set for the access to safe drinking water by improving 
sustainability of water supply services as an important issue of outcome target. 

 

【Consistency with Needs】 
It is unreliable and discontinuous of water supply in Zanzibar due to leakage and low pressure of 

water, therefore, the project meets the need of people of Zanzibar. On the other side, the improvement 
of ZAWA’s financial condition through strengthening its water utility management and planning 
capacity, implementing NRW activities and improving its billing system are also in line with the need 
of ZAWA. These are the conditions that ZAWA needs to fulfill in order to be a financially independent 
water entity. 

 

2-2. Effectiveness: Medium 
The prospect for achieving the Project Purpose by the project end is deemed difficult. The Outputs 

have not been achieved sufficiently. The considerable factors are; (a) Non-revenue water reduction 
activities have been delayed caused by shortfall of ZAWA’s budget and procurement procedure retard. 
However, it is observed certain improvement in ZAWA’s management capacity such as utilizing MIS 
report for management (Output1), revised structure approval by ZAWA board (Output2). Meanwhile, 
each Output aims to develop necessary capacity of ZAWA from directors to section staff on the NRW 
reduction. Therefore, the contribution of Outputs to attain the Project Purpose is evident. 

 

2-3. Efficiency: Medium 
The level of Output achievement is not satisfied with some target indicators due to delay of 

conducting necessary procedure and activities such as obtaining budget for material procurement, 
required procedure of submission to ZAWA board and others. On the other side, the communication 
between the expert team and C/P has been improved drastically since the member of the expert team 
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changed. In addition, training in Japan and third country made a great contribution to change the 
recognition of ZAWA staff towards NRW reduction activities. Moreover, the collaboration with AfDB 
loan program contributes to facilitate for Output 4 (ZAWA’s capacity to plan implement leakage 
reduction activities is enhanced), Project Purpose and Overall Goal. 

 

2-4. Impact: Medium 
ZAWA has reached agreement with AfDB about loan program. Therefore, it is deemed possible that 

the Overall Goal attains by the synergetic effect with the loan program. On the other side, the Project 
takes necessary measures in order to avoid negative effects occurring by the project activities in gender 
aspect and environment aspect. For the former one, the project prepared long sleeved uniform for 
female staff who engages in meter reading task and distribution/collecting bill task for religious reason. 
For the latter one, the project takes disposing process for replacement/change the asbestos pipes based 
on the Tanzanian regulations. 

 

2-5. Sustainability: Medium 
【Political Aspect】 

Zanzibar National Water Policy aims for providing clean and safe water to Zanzibar citizen. In 
addition, ZAWA is required to be independent financially from Zanzibar government in future. Thus, 
the continuous effort of ZAWA is highly expected in order to achieve the objective. 

 

【Organizational Aspect】 
ZAWA is in the middle of process to modify organizational structure in order to improve and 

consolidate for NRW reduction activities. The revised organization structure is planned for submission 
to board of ZAWA in July. On the other hand, the modified amendment of staff rules and regulation 
were approved by the board. Therefore, both important issues for organizational aspect will be 
launched by the end of the project. It will ensure the sustainability. 

 

【Technical Aspect】 
On the Job Training in the Pilot Area has not been conducted due to delay of material delivery. But 

finally, it was determined the date of material delivery for implementation the activities in the Pilot 
Area. On the other hand, leakage detection on the ground, meter reading training and MIS report 
compiling have been started. Therefore, dissemination and consolidation of the NRW reduction 
technology inside the ZAWA will be prompted. 

 

【Financial Aspect】 
The financial sustainability of ZAWA is not consolidated because of its self-generated revenues 

covering less than 20% of the operating cost, including the depreciation costs. ZAWA is still heavily 
dependent on government subsidies. Moreover, the tendency of the financial situation has not been 
improved since Midterm review of the Project. The budget of ZAWA will be determined by the 
five-year midterm plan in 2017, based on the finance situation at that time. However, the ZAWA is 
obliged to continue the effort for revenue increase through the NRW reduction activities. 

 

3. Factors that Promoted Realization of Effects 
3-1. Factors concerning the Planning 
(1) ZAWA’s commitment and ownership to revenue increase 

ZAWA has shown strong commitment to increasing its revenue during the Project under strong 
expectation of Zanzibar government. Therefore, the recognition of the importance for having 
customer-oriented mind among the section chief and staff in ZAWA has been improved during the 
Project. 

 

3-2. Factors concerning the Implementation Process 
(1) Effective Communication between JICA Experts and C/Ps 

The communication between Japanese experts and C/Ps has been improved significantly after 
drastic member change of Japanese expert team was done. The current team has been emphasizing on 
OJT style for technology transfer. Moreover, the Director General of ZAWA has proposed to expert 
team for having weekly presentation among C/Ps. This intention aims for sharing current progress of 
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the activities among all Output groups and officers participating to the Project. 
 

4. Factors that Impeded Realization of Effects  
4-1. Factors concerning the Planning 
(1) The absence of permanent Non-Revenue Water Reduction unit in ZAWA. 

In ZAWA, there is no specialized section to manage Non-Revenue Water reduction activity. 
Therefore, the C/Ps of the Project have been selected from the current department and section. Those 
staff assigned to the Project cannot have sufficient time because they have their own duty in ZAWA. 
Thus, sometimes it caused the delay of the activities. 

 

4-2. Factors concerning the Implementation Process 
(1) Shortage of skilled ZAWA staff for the Project activities  

The Project has trained core staff members engaged in water utility management, revenue-raising, 
and NRW water reduction activities, with the aim of making them trainers for other staffs. In ZAWA, 
there are few skilled managerial and technical staff members. Therefore, the Project has found it 
difficult to ensure their participation in project activities. In addition, shortage of the staff for some 
positions such as meter-readers/bill attendants, SBM operators, and civil engineers have affected the 
efficiency to the activities.  

 

5. Conclusion 
Some project activities have not been started yet, therefore, the Project Purpose is hardly to be 

achieved at the end of the project. However, if the remaining Outputs are completed, after the Project 
ends by effort of ZAWA, the achievement of Overall Goal is also expected by the synergetic effect with 
AfDB loan program. 

The Project has been surrounded by various hindering factors since the first phase of the Project 
started in 2008. For example, there has been communication deficiency between the expert team and 
C/P, deficiency of the budget to conduct the activities, delay of procurement materials procedure, 
limited availability the C/P for participation to the Project and others. Considering the circumstances, 
the PDM has been modified twice during the Project in phase 2. Moreover, the member of expert team 
has been changed drastically. Due to such modification, it is observed certain progress and change in 
the Project at the Terminal Evaluation. In this manner, it is regarded that the Project is in the middle of 
transition stage and almost reach breakthrough point to achieve the Outputs indicators of PDM 3-2. 
Therefore, the Project and ZAWA are highly requested to their intense dedication to the Project in the 
rest of the Project period. 

 

6. Recommendations 
6-1. Before the Project Ends 
(1) Management of ZAWA 

ZAWA should enforce its management capacity to improve financial situation of ZAWA, and 
ZAWA board members have to take more consideration that ZAWA is an autonomous authority which 
pursues to success its business because currently, and is depend on financial support from Zanzibar 
government due to its critical low revenue. ZAWA has to tackle for overcoming the difficulty of 
financial condition, and propose a strategic vision and water supply service plan from business 
perspective. The progress of improvement of management and financial situation in ZAWA would be 
important information for considering Japan’s new assistance for the future. 

 

(2) Cost and Benefit Analysis 
The project should conduct cost and benefit analysis on the pilot project. Due to water service 

history in Zanzibar, ZAWA lacks of cost effectiveness and business perspective. In addition, the water 
distribution infrastructure of ZAWA is aged, poorly maintained and irrelevant design for effective 
water distribution. In the circumstances, implementing technical cooperation project for NRW 
reduction activities is very challenging. ZAWA should utilize such analysis for its planning and 
management. 

 

(3) C/Ps for the project 
ZAWA has to dispatch and increase full-time staff for accelerating project activities. Through the 

evaluation survey, the team found that C/Ps have difficulties for participating in the project activities 
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due to their own tasks in ZAWA. Therefore, ZAWA has to consider the situation, and make an effort to 
set work environment for smooth implementation of the Project. 

 

(4) Sustainability of ZAWA activities 
ZAWA should modify the organizational structure plan in order to smooth implementation of the 

project and water service sustainably and independently. The project has already submitted the revised 
organizations structure plan to Director General of ZAWA, however, the structure is still under 
discussion in related department, and has not been submitted to ZAWA board members yet. So that 
Director General has to propose a revised organization structure to ZAWA board as an agenda by July 
at the latest, and proceed structure modification according to the proposal by the project until August 
2015. For instance, the collaboration between GIS section and SBM section causes inefficiency for 
data input and register procedure. ZAWA board should understand the situation and integrate both 
sections as one unit in order to improve efficiency immediately. 

 

(5) NRW reduction team 
The team requests that ZAWA Directors and board members should approve the proposal that set up 

a new team for NRW reduction, in order to overcome the critical obstacles on water leakage before the 
end of the project. According to the law, ZAWA should provide continual and safe water supply service 
to all the people in Zanzibar. Through this terminal evaluation survey, the team confirmed that ZAWA 
officers understand the problem on non-revenue water and have to resolve the problem. In order to 
tackle for non-revenue water problem, ZAWA has to allocate necessary resources, and to contribute to 
Non-Revenue Water reduction. 

 

(6) MIS utilization 
The Planning and Policy section in ZAWA should share ‘MIS report’ to all directors, ZAWA board 

and Ministry of Lands, Housing, Water and Energy (MLHWE) in order to check the ZAWA’s activities’ 
sustainability and independency. The team found that MIS report is compiled monthly, but not utilized. 
Therefore, ZAWA board members should recognize the contents of MIS report in weekly meeting as a 
material of organization management.  

 
(7) Close communication between ZAWA board members and the project 

The team requests that ZAWA board members have to approve the projects’ attendance to the board 
meeting in order to promote understanding project activities among board members immediately. To 
promote achieving outputs in the project, the team asks the Project to conduct close communication 
between ZAWA board members and the project concerning problems and progresses of the project.  

 

(8) Modification of PDM 
The project should revise and confirm figures on the Verifiable Indicator of Overall Goal of the 

PDM3-2 in the JCC. In the Indicator, ‘Ratio of collected/ billed customers’ and ‘Ratio of collected/ 
billed amount’ should be submitted to JCC immediately. 

 

(9) Project Extension 
The team proposes the project extension in order to achieve the project objectives, and to fulfill the 

project activities that confirmed in the PDM. At present, the project faces difficulties to promote the 
Output 4 in the PDM because even though DON CONSULTANTS is making the tender document for 
the AfDB’s loan project, the submission of it is delay and also procurement for pilot project is delay. 

 

6-2. After the Project Ends 
(1) Coordinating environment around water service 

The team requests that MLHWE support legislation which relates to water supply service and 
license for distribution system construction for smooth implementation of project activities, including 
customer management, tackling for Non-Revenue Water reduction. 

 

7. Lessons Learned 
(1) Sharing the problem 

Sharing problem is important factor for success of projects because if problem is shared, the project 
makes quick action to resolve the problem such as prioritization of tasks and allocation of resources. 
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So that it could contribute to smooth implementation with sharing the problem. In addition to that, the 
project and board meeting of ZAWA would contribute more to project implementation from the 
beginning of the project. 

And through the project, collaboration among all deputy directors is very important in order to 
tackle critical problems for the project implementation. 

 

(2) Communications for project implementation 
Through the interview, the team found that communication was dramatically improved since the 

project changed the way of communication with C/Ps through applying on the job training. So that, the 
project has to deeply consider the way of communication in order to implement the project. 

 

(3) Designing PDM 
The team recognizes that grasping the current situation on C/Ps, organization and circumstances is 

very important for designing projects. Since the beginning of the project, the project has changed the 
PDM twice drastically. The team understands that the PDM in the beginning included too many 
achievements in a limited project period. Considering ZAWA’s situation at that time, tackling 
non-revenue water problem should be put as the first priority in the project. Therefore, at the designing 
stage of the project, JICA and consultants has to find the core problem and narrow down the outputs 
which contribute to resolve the core problem directly at the beginning stage of the project. 

 

8. Follow-up Situation 
The team proposes the project extension in order to achieve the project objectives. At present, the 

project faces difficulties to promote the Output 4 in the PDM because even though DON 
CONSULTANTS is making the tender document for the AfDB’s loan project, the submission of the 
document is delay and also material procurement for pilot project is delay. 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

タンザニア連邦共和国は、大陸部のタンガニーカと、ウングジャ島とペンバ島を中心とする

島々からなるザンジバルから構成されている。ザンジバル・ウングジャ島都市地域（ストーンタ

ウン及びその近郊）では、1920 年代から地下水・湧水を水源とした水道の整備が行われ、1990

年までに 100km に及ぶ送配水管、送水場、7 カ所の配水池が整備された。しかし、その後は財務

難によって施設の改修や拡張が行われない状況が続き、給水量の不足により時間給水や断水を余

儀なくされる状況となっている。 

このような状況の下、我が国はタンザニア連合共和国からの要請に基づき、2006 年から 2011

年にかけて給水能力の強化を目的とした無償資金協力「ザンジバル市街地給水計画」を実施し、

給水能力の増強を行った。また、ザンジバルでの水道事業は、旧ザンジバル水建設エネルギー国

土省（現在のザンジバル土地住宅水エネルギー省）の水開発局（Department of Water Development：

DWD）によって省庁直営の形態で行われていたが、水道使用者から水道料金をほとんど徴収して

いなかったため、支出が収入を大きく上回る赤字経営であったことから、2006 年 8 月にザンジバ

ル水公社（Zanzibar Water Authority：ZAWA）が設立された。かかる状況を受け、2008 年から 2010

年にかけて ZAWA に対し、水道料金の徴収の改善により水道事業体としての独立採算に向けた経

営基盤を整備することを目的とした技術協力プロジェクト「ザンジバル水公社経営基盤整備プロ

ジェクト」（以下フェーズ 1）が実施された。 

しかしながら、依然として給水状況が悪い地域が多く存在する他、配水管及び給水管について

も老朽化により著しい漏水が生じていた。このことは無収水問題の大きな要因となっており、

ZAWA が経営基盤を強化し、継続的に安定した給水を行っていく上での支障となっている。また、

ZAWA が安定した給水を行っていくための経営基盤を整備するためには、無収水対策に加え、フ

ェーズ 1 で構築した料金徴収体制をもとに更なる料金徴収率の向上を図り、かつ水道事業体とし

ての経営能力の強化を通じて財務状況を改善していくことが必要となっている。このような背景

のもと、本技術協力プロジェクトは 2011 年 11 月から開始され、2015 年 10 月までの 4 年間の予

定で実施されている。 

今般、当該プロジェクトが協力期間の終了 6 カ月前を迎えるにあたり、2011 年 7 月に締結され

た討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づいて、日本側とタンザニア側のメンバーによ

って構成される合同評価調査団により終了時評価調査を実施することとした。本調査では、プロ

ジェクトの投入、活動、成果を確認し、プロジェクト目標と上位目標の達成見込みを分析すると

ともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクト

の進捗と達成状況を分析した。その上で、今後のプロジェクト運営およびプロジェクト目標の達

成に向けて、取るべき措置について協議し、その結果を合同終了時評価報告書に取りまとめ、関

係者間で合意することを目的とした。 
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１－２ 調査団の構成と調査日程 

  (1) 調査団の構成 

調査団のメンバーは以下のとおりである。 

   1) 日本側 

名前 担当 所属先/役職 

宮崎 明博 団長/総括 
JICA 地球環境部 

水資源第二チーム 課長 

吉武 尋史 企画/調整 
JICA 地球環境部 

水資源第二チーム 調査役 

望月 昭宏 評価分析 株式会社アイコンズ 

   2) タンザニア側 

名前 所属先/役職 

Mussa Ramadhan Haji ザンジバル水公社 営業・顧客サービス部長 

  (2) 調査日程 

本中間レビューは 2015 年 5 月 13 日（水）から 2015 年 6 月 1（月）の日程で実施された

（評価調査日程の詳細は「付属資料 1. 協議議事録 Annex 1」を参照）。 
 

１－３ プロジェクトの概要（終了時評価調査時点） 

  (1) プロジェクトの概要 

2015 年 2 月に実施された合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）にて合意

されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（第 3-2 版）

の内容に基づくプロジェクトの概要は以下の通りである。 

表 1. プロジェクト概要表 

プロジェクト名： ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクトフェーズ 2 

（英語名） Project for the Enhancement of Water Supply Management of Zanzibar 

Water Authority Phase 2 

プロジェクトサイト： ザンジバル・ウングジャ島 

協力期間： 2011 年 11 月 1 日～2015 年 10 月 31 日（4 年間） 

相手国対象機関： ザンジバル水公社（ZAWA） 

対象： ウングジャ島における ZAWA 職員 
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表 2. プロジェクトの要約と指標（PDM 第 3-2 版） 

プロジェクト上位目標：ZAWA の水道サービスが改善される。 

指標 1： モデル配水系統における水道供給が時間と水圧に関して以下のとおり改善される。 

供給時間（平均） XX 時間/日（ベースライン） YY 時間/日（目標値）

供給水圧（最低） XX mH2O（ベースライン） YY mH2O（目標値）

 
指標 2： モデル配水系統における水道料金請求/徴収業務が以下のように改善される。 

徴収率（件数）＝徴収済み請求書件数
÷配布済み請求書件数（平均） 

XX %（ベースライン） YY %（目標値） 

徴収率（総額）＝徴収済み請求書総額
÷配布済み請求書総額（最低） 

XX %（ベースライン） YY %（目標値） 

 

プロジェクト目標：無収水削減活動を通じて ZAWA の経営能力が改善される。 

指標 1： JICA 技術協力プロジェクトとの協働により、ZAWA の無収水削減プロジェクトが開
始される。 

指標 2： ZAWA 年間ビジネス計画の年次予算が、事業経営の優先性を考慮して配分される 

成果 1：ZAWA の情報管理能力が向上する。 

指標 1-1： MIS レポートが毎月作成され、ZAWA の経営に利用される。 
指標 1-2： ZAWA 年間ビジネス計画が作成され、JICA 技術協力による漏水探査活動の予算管

理に利用される。 
 
活動： 

 
1-1 水資源管理（WUM）のための主要成果指標（KPI）が設定され、PDM におけ

る活動指標をモニターする。 
1-2 ZAWA と他水道事業体との KPI 値対比システムを構築する。 
1-3 年間ビジネス計画に掲載された「都市水道における無収水削減活動」の計画策

定を通じた予算管理が強化される。 

成果 2：ZAWA の人事管理能力が向上する。 

指標 2-1： 組織構造改定案が ZAWA 理事会に承認される。 
指標 2-2： 職員規定/規則改定案が ZAWA 理事会に承認される。 

 
活動： 

 
2-1 過渡期における組織構造の見直しを行う。 
2-2 ZAWA 本部/支所人材の雇用、再配置、管理にかかる改善計画が提案される。
2-3 訓練方針を見直し、職員訓練年間計画を立案し、実施する。 
2-4 職員規定/規則を見直し、改定案を提案する。 

成果 3：ZAWA の顧客管理能力が向上する。 

指標 3-1： モデルシステム地域の全顧客（約 9,400 世帯）が新たに SBM-GIS に登録される。 
指標 3-2： モデルシステム地域における検針能力が、検針チーム（2 人 1 組）あたり、月間 200

世帯から 400 世帯に向上される。 
指標 3-3： パイロットエリアにおける請求書徴収率が、以下のように改善される。 

 

徴収率（件数） 86.3%（ベースライン） 95%（目標値） 

徴収率（金額） 93.7%（ベースライン） 98%（目標値） 
 

 

活動： 3-1 都市水道供給地域になる全世帯を登録し、かつモデルシステム区域の顧客を
SBM-GIS に登録し、更新を行う。 

3-2 現存する請求書徴収ガイドラインを更新する。 
3-3 モデルシステム地域における、検針からインボイス発行までの請求活動を改善

する。 
3-4 水道料金の徴収向上を目的とした広報活動を拡大する。 
3-5 モデルシステム地域における無収水削減活動での費用対効果分析を反映させ

た、水道料金見直しに向けたロードマップを作成する。 



 

－4－ 

成果 4：ZAWA の無収水削減に係る計画策定/施行能力が向上する。 

指標 4-1： 漏水削減準備計画が年間ビジネス計画に組み込まれる。 
指標 4-2： パイロットエリアにおける手順書が、ZAWA により他ドナー支援の有償事業の設

計図書に反映される。 
指標 4-3： ZAWA 職員の能力が以下の分野において定められた基準を満たす。 

 

漏水探査 2 名 

配管設置・交換・修理 4 名 

給水装置 10 名 

施工品質管理 2 名 
 

 
活動： 

 
4-1 都市水道施設の地表漏水調査を実施し、パイロットエリアにおいて管路補修を

実施する。 
4-2 ZAWA 技術標準書の一部として、管工事の標準施工図を整備する。 
4-3 パイロットエリアにおける、地上漏水削減とゾーニング（DMA と LMB）の運

営手順書を作成し、配管を交換し、水道メーターを設置する。 
4-4 モデルシステム地域における事業モニタリング案、漏水削減活動案を作成す

る。 
4-5 配水施設の分布状況、調査記録、竣工図を符号化して GIS に記録する。 
4-6 他ドナーにより支援される無収水削減・漏水削減プロジェクトと協調する。 

 

  (2) プロジェクトの実施体制図 

本プロジェクトでは、土地住宅水エネルギー省（Ministry of Lands, Housing, Water and 

Energy：MLHWE）次官がプロジェクト・ディレクター、ZAWA 総裁がプロジェクト・マネ

ージャーとしてプロジェクトの全体的なマネジメントを担っている。また、ZAWA の所管

省庁である MLHWE 次官を議長とし、ZAWA 経営幹部、財務省、JICA タンザニア事務所、

JICA 本部関係者及び日本人専門家から構成される JCC が本プロジェクトのモニタリング機

関として形成されている。 
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第２章 評価の方法 

２－１ 評価の枠組み 

本中間レビューでは、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年）を指針として、以下

の手順にて評価を実施した。 

(1) プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関する詳細な評価設問と必要な情報・

データ、情報源、情報収集手段等を記述した評価グリッドを作成する（「付属資料 2. 評価

グリッド」を参照）。 

(2) PDM（第 3 版）に基づいて、プロジェクトの実績を確認する（PDM は「付属資料 1. Annex 

3」又は「表 2. プロジェクトの要約と指標（PDM 第 3-2 版）」を参照）。 

(3) 実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻害

した要因を分析する。 

(4) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、現状・実績に

基づき、包括的に評価を実施する。 

(5) 評価結果に基づき、2015 年 10 月のプロジェクト終了を見据え、プロジェクトチームおよ

びカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）がプロジェクト期間中に取り組むべき事

項、プロジェクト終了後に C/P が継続して取り組むべき事項を整理する。 

(6) 評価・協議結果を評価報告書として取りまとめる。 
 

２－２ 評価 5 項目 

本終了時評価調査では、評価の基準として以下の評価 5 項目を用い、評価を実施した。 

表 3. 評価 5 項目 

妥当性： プロジェクト目標や上位目標がタンザニア政府の開発政策や我が国の援助

政策と整合性がとれているか、ターゲットグループのニーズと合致している

か等、プロジェクトの正当性・必要性を検証・評価する。 
有効性： プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに計画どおり達成されるか、ま

た、プロジェクト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのかを検

証・評価する。 
効率性： プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と

成果産出の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果

に転換されたかを検証・評価する。 
インパクト： プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に上位目標が達成される見込み、プロ

ジェクト実施によりもたらされる長期的・間接的な効果や波及効果の有無を

検証・評価する。 
持続性： 政策・制度面、組織面、財務面、技術面から、プロジェクト終了後、プロジ

ェクトで発現した効果がどのように定着・持続していくかについて検証・評

価する。 
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２－３ 終了時評価のポイント 

本調査では、現状・実績に基づき、特に妥当性、有効性、効率性について、影響する貢献・阻

害要因とともに重点的に検証する。加えて、実施プロセスの検証を重点的に実施し、円滑なプロ

ジェクト実施に向けた改善点を検討する。 

表 4. 終了時評価のポイント 

項目 評価の視点例 

実績の 
検証 

- 投入は計画どおりか？（計画値との比較） 
- 成果は計画どおり産出されているか？（目標値との比較） 
- プロジェクト目標の達成の見込みはあるか？（目標値との比較） 

実施 
プロセスの
検証 

- 活動は計画どおりに実施されているか？ 
- 実施機関やカウンターパートのプロジェクトに対する認識は高いか？ 
- 技術移転の方法に問題はないか？ 
- プロジェクトのマネジメント体制（モニタリングの仕組み、意思決定過程、プ

ロジェクト内のコミュニケーションの仕組み等）に問題はないか？ 
- プロジェクトの実施過程で生じている問題はあるか？その原因は何か？ 

<評価 5 項目＞ 

妥当性 - （必要性）対象地域・社会のニーズに合致しているか？ ターゲットグループ
のニーズに合致しているか？ 

- （優先度）タンザニア政府の開発政策との整合性はあるか？日本の援助政策・
JICA の援助実施方針との整合性はあるか？ 

- （手段としての適切性）プロジェクトはタンザニア政府の上水道の開発課題に
対する効果をあげる戦略として適切か？日本の技術の優位性はあるか？ 

- （その他）中間レビュー以降、プロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社
会等）の変化はないか？ 

有効性 - （プロジェクト目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わ
せて、プロジェクト目標の達成の見込みはあるか？ プロジェクト目標の達成
を阻害する要因はあるか？ 

- （因果関係）成果は、プロジェクト目標を達成するために十分か？成果からプ
ロジェクト目標に至るまでの外部条件は、現時点においても正しいか？外部条
件が満たされる可能性は高いか？ 

効率性 - （成果の達成度）成果の達成度は適切か？ 
- （実績と目標値との比較）成果達成を阻害した要因はあるか？ 
- （因果関係）成果を産出するために十分な活動であったか？成果を産出するた

めに十分な投入であったか？ 
- （投入の実施状況）計画に沿って活動を行うために、過不足ない量・質の投入

がタイミング良く実施されたか？実施されているか？ 

インパクト - （上位目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせて、上
位目標は、プロジェクトの効果として発現が見込まれるか？上位目標を達成す
るための方策が考えられているか？ 

- （因果関係）上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか？ 
- （波及効果）上位目標以外の効果・影響が想定されるか？ 

持続性 - 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか。
- （政策・制度面）政策支援は協力終了後も継続するか？ 
- （組織・財務面）協力終了後も、効果をあげていくための活動を実施するに足

る組織能力はあるか？（人材配置、意思決定プロセス、等）将来プロジェクト
の成果を持続させていくための予算確保の対策は十分か？ 

- （技術面）資機材の維持管理は適切に行われているか？中核となる人材は質量
ともに十分に育成され、無収水削減活動の継続的な実施が期待できるか？ま
た、技術の定着・発展が期待できるか？ 
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２－４ 情報収集手段 

  (1) 情報収集手段 

本終了時評価調査では、既存資料レビュー、質問票調査・インタビュー調査、現地調査

により、情報・データを収集した。 

   1) プロジェクト関連資料レビュー 

a) 本プロジェクトに関する報

告書 
・ 詳細計画策定調査報告書（2011 年、和文） 
・ 中間レビュー報告書（2013 年、和文） 
・ 運営指導調査帰国報告書（2014 年、和文） 

b) プロジェクト作成資料 ・ プロジェクト業務進捗報告書（PR4, PR5, PR6, 
PR7 和文及び英文） 

c) タンザニア政府の開発政策

文書 
・ タンザニア開発ビジョン 2025（1999 年、英文）

（Tanzania Development Vision 2025） 
・ ザンジバル開発ビジョン 2020（2000 年、英文）

（Zanzibar Development Vision 2020） 
・ 第二次成長と貧困削減のための国家戦略

（2010/11 年～2014/15 年、英文）（National 
Strategy for Growth and Poverty II [NSGRP II / 
MKUKUTA II]) 

・ ザンジバル第二次成長と貧困削減のための戦

略（2010 年～2015 年、英文）（Zanzibar Strategy 
for Growth and Reduction of Poverty II［ZSGRP II 
/ MKUZA II） 

d) 日本政府の対タンザニア援

助政策文書（ザンジバルを

含む） 

・ 対タンザニア国別援助方針（2012 年、和文）

・ TICAD V 横浜行動計画 2013-2017（2013 年、

和文） 
 

   2) 質問票調査・インタビュー調査 

評価グリッドに基づき、専門家及び C/P に対して質問票を作成・配布した。質問票への

回答結果及び上記 1）のプロジェクト関連資料を基礎情報として個別インタビュー調査を

行った。（面談者リストは「付属資料 1. 協議議事録 Annex 2」を参照）。 

   3) 現地調査 

プロジェクト関連施設を確認するため、以下を訪問・視察した。 

訪問地区 施設・設備内容 
ムトーニ（Mtoni） ZAWA 訓練センターと管材置場 
ウェレゾ（Welezo） 無償資金協力で整備された配水池・塩素滅菌装置 
ドーレ（Dole） 無償資金協力で整備された配水池・塩素滅菌装置、

井戸取水施設 
サテ－ニ（Saateni） 無償資金協力で整備された滅菌装置/揚水ポンプ場

および ZAWA 配水池（高架水道） 
ストーンタウン（Stone Town） 既存の敷設管の確認作業状況、違法給水網の実態 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

３－１ 投入の実績 

  (1) 日本側の投入 

   1) 専門家の派遣 

プロジェクト開始から 2015 年 4 月末までに、プロジェクト実施に必要な専門分野（総

括、副総括、水道事業経営、配水管網図・管網維持管理・スペアパーツ在庫管理、顧客サ

ービス、顧客調査、漏水探知、無収水管理、GIS 管理）において、日本人の短期専門家 15

名（合計 100.41 人月）が派遣された（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 5. JICA 専門家派遣

実績」を参照）。 

   2) 資機材の供与 

プロジェクト実施に必要なオフィス機器（ノートパソコン）及び給水関連資機材（水道

メーター、メーター検針器、水圧データロガー、歩行距離計、GPS、電磁流水計、漏水探

知機等）が供与された（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 6. 調達機材リスト」を参照）。 

   3) C/P 研修の実施 

2011 年度から 2014 年度のプロジェクト期間中に、制度・組織改善及び無収水管理をテ

ーマとした本邦研修に、ペンバ支所職員 1 名を含む計 17 名の ZAWA 職員が参加した。（「付

属資料 1. 協議議事録 Annex 7. 本邦研修参加者リスト」を参照）。 

また、2015 年 1 月 29 日から 2 月 7 日までの日程で、水道施設改善をテーマにしたヨル

ダン国ヨルダン水公社、アンマン水道事業運営会社における研修に、MLHWE 主席次官、

ZAWA 営業部長、ZAWA データ入力官の 3 名が参加した。 

   4) プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から 2015 年 4 月末までに、約 11,605 万円（約 970,000 ドル1）のプロ

ジェクト現地経費が支出された。内訳は以下のとおり。 

 一般現地経費：1,815.7 万円（約 152,000 ドル） 

 資機材調達費：5,841.4 万円（約 488,000 ドル） 

 外注費（現地コンサルタント）：3,948.1 万円（約 330,000 ドル） 

 
                                                 
1 為替レート（1 シリング=0.066 円、1 ドル=119.64 円）、2015 年 4 月 JICA 為替レートを適用 

第1年次 第2年次 第3年次 合計
¥3,921,000 ¥3,200,000 ¥11,036,000 ¥18,157,000
US$32,773 US$26,747 US$92,243 US$151,764

¥52,218,000 ¥2,352,000 ¥3,844,000 ¥58,414,000
US$436,459 US$19,659 US$32,130 US$488,248

¥5,709,000 ¥7,070,000 ¥26,702,000 ¥39,481,000

US$47,718 US$59,094 US$223,186 US$329,998
¥61,848,000 ¥12,622,000 ¥41,582,000 ¥116,052,000
US$516,951 US$105,500 US$347,559 US$970,010

一般現地経費

資機材調達費

外注費
(現地コンサルタント雇用費)

合　計
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  (2) タンザニア国側の投入 

   1) カウンターパート（C/P）の配置 

MLHWE 次官、ZAWA 総裁、技術部長、営業・顧客サービス部長、財務管理部長、水資

源開発部長及び各活動に必要な職員が C/P として配置された。 

   2) 施設の提供 

ZAWA 本部内に専門家用執務室が提供された。 

   3) プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から終了時評価調査時までに、総額 637,084,200 シリング（約 351,451

ドル2）のプロジェクト現地経費が支出された。内訳は以下のとおり3。 

 水道メーター設置費：109,440,000 シリング（約 60,373 ドル） 

 流量計、バルブ設置費：17,644,200 シリング（約 9,734 ドル） 

 水道管調達経費：510,000,000 シリング（約 281,344 ドル） 
 

この他、タンザニア側は、ZAWA 職員が本プロジェクト活動に参加する際の日当を支給

している。 

３－２ 活動の実績 

詳細活動計画（Plan of Operation：PO）第 3 版に示されているように、本プロジェクトの活動は

大きな遅れもなく、概ね計画通りに実施されている（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 4. PO 第 3

版を参照）。 

３－３ 成果の達成状況 

成果 1： ZAWA の情報管理能力が向上する。 
指標： 
1-1. MIS レポートが毎月作成され、ZAWA の経理に利用される。 
1-2. ZAWA 年間ビジネス計画が作成され、JICA 技術協力による漏水探査活動の予算管理に利

用される。 

指標の達成度、活動の実施状況、成果 1 の達成状況に関する専門家と C/P の認識等を総合的に

考慮すると、成果 1 の達成度は「やや高い」と判断される。 

指標 1-1 は部分的に達成された。経営情報システム（Management Information System：MIS）レ

ポートは月次で編纂されるようになったが、ZAWA 経営陣が経営の指標として活用する段階には

至ってない。一方、指標 1-2 は達成されたと判断される。予算は 5 カ年計画に基づく通常予算は

年間ビジネス計画（Annual Business Plan：ABP）を反映して請求されたものの、予算請求額と ZAWA

の他の予算項目との調整の結果見送られた。他方、同 ABP はザンジバル政府が有するインフラ基

金への予算請求において利用され、十分な予算が確保された。 

本プロジェクトでは ZAWA の水道事業経営能力向上のため、MIS の枠組みを構築中であり、終

                                                 
2 為替レート（1 シリング=0.066 円、1 ドル=119.64 円）、2015 年 4 月 JICA 為替レートで換算。 
3 設置費用は、直接費（人件費や資機材費など）と間接費（ドライバー給与、車の燃料等）を含む。 



 

－11－ 

了時評価調査時点においては 13 指標が設定されている。 

MIS 構築プロセスには、(1) 経営に必要なデータを定義し、主要成果指標（Key Performance 

Indicator：KPI）を設定する、(2) 経営データを収集する仕組みを作る、(3) 経営データを収集し、

モニタリングする、(4) 収集した経営データを分析し、それをもとに経営改善に役に立てる、の

４段階があるが、終了時評価調査時点では、第 3 段階に留まっている。第 4 段階に移行するため

には、他の水道事業体の KPI と比較、分析を行い、ZAWA の現状を客観的に把握し、経営陣が改

善に向けた具体的な行動をとることが必要である旨、プロジェクトチームより指摘されている。

現状では 13 個の KPI 及び各指標の目標値が設定されており、経営データの提出も定められ、月

次ベースで MIS レポートの編集が開始された状況にある。（「表 5. 主要成果指標（KPI）」を参照）。 

表 5. 主要成果指標（KPI） 

 主要成果指標 
計画・政策課へのデータを提出する

担当職員 

1. 水質試験（細菌検査及び塩素検査） 水生産課の職員もしくは化学主任 

2. 漏水修理件数 管路課の職員 

3. 新規接続件数 顧客サービス課の職員 

4. 給水停止栓数 顧客サービス課の職員 

5. 売上（シリング） 会計主任 

6. 収入（シリング） 会計主任 

7. 支出（シリング） 会計主任 

8. 職員数 人事課の職員 

9. 水道メーター設置数（新規設置数及び累計） 顧客サービス課の職員 

10. 請求額及び徴収額（シリング） 与信管理課の職員 

11. 顧客苦情数（給水停止及び水質） 顧客サービス課の職員 

12 水生産量（立法メートル/月） 水生産課の職員 

13 単位あたりコスト（シリング/立法メートル） 会計主任 
出所：プロジェクト資料 
 

2012 年 3 月よりデータ収集・管理作業が開始され、2015 年 3 月までに月間水道使用額、漏水

修理件数など、一部の KPI に関して改善が確認された。 

また、収入、支出、請求額・徴収額などの経営データは、計画・政策課へ毎月提出され、管理

されているものの、水質試験や漏水修理件数などの一部データについては提出が遅れることがあ

る旨確認された。こうした状況を考慮し、プロジェクトチームは指標が定期的に提出・更新され

るよう、KPI を記入するフォーマットの作成および収集データのハンドリング方法について見直

しを行った。こうした対策により、収集データの提出状況は大幅に改善した。さらにプロジェク

トチームは、ZAWA に対して KPI が確実に提供、更新されるよう組織構造の見直しを提案すると

ともに、KPI 収集データに関するガイドラインも作成した。 

また、2015 年 3 月よりプロジェクトチームは他の水道事業体と KPI の比較を通じて、ZAWA が

KPIを用いて自身の経営状況を認識しやすくするため、タンザニア本土の 24水道事業体と日本（水
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道技術研究センター）の KPI 情報を入手した。このように、ZAWA はようやく KPI を経営ツール

として利用する緒に就いたところである。 

成果 1 に伴う他の活動として ABP は作成されたが、前述の通り、予算総額、他の予算項目との

関係より通常予算での利用は見送られ、別予算であるインフラ基金枠への予算要求において活用

された。 

成果 2： ZAWA の人事管理能力が向上する。 
指標： 
2-1. 組織構造改定案が ZAWA 理事会に承認される。 
2-2. 職員規定/規則改定案が ZAWA 理事会に承認される。 

終了時評価調査時点では、成果 2 の指標はほぼ達成されており、プロジェクト終了時までには

達成されることが見込まれる。指標 2-1「組織構造改定案が ZAWA 理事会に承認される」に関し

て、プロジェクトチームは ZAWA 総裁に対し、これまで 2 回提案を行っている。1 回目は経営陣

を対象とした提案であり、2 回目は一般職員を対象とした提案である。ZAWA 総裁への聞き取り

によれば、これらの提案は関係部署において最終確認中であり、遅くとも 7 月までに ZAWA 理事

会に議題として上程され、承認されれば 8 月には新しい組織構造案が実施される予定である。 

また、指標 2-2「職員規定/規則改定案が ZAWA 理事会に承認される」に関して、プロジェクト

チームは 2015 年 2 月に提案済であり、こちらは 2015 年 5 月に理事会の承認を得た。今後、大統

領府と公共サービス委員会の承認手続きを経て、2015 年 8 月からの実施が予定されている。 

成果 3： ZAWA の顧客管理能力が向上する。 
指標： 
3-1. モデルシステムの全顧客（約 9,400 世帯）が新たに SBM-GIS に登録される。 
3-2. モデルシステム地域における検針能力が、検針チーム（2 人 1 組）あたり、月間 200 世

帯から 400 世帯に向上される。 
3-3. パイロットエリアにおける請求書徴収率が、以下のように改善される。 

徴収率（件数） 86.3%（ベースライン） 95%（目標値） 
徴収率（金額） 93.7%（ベースライン） 98%（目標値） 

 

終了時評価調査時点における成果 3 の達成状況及び今後の達成見込みは以下のとおり。指標 3-1 

「モデルシステムの全顧客（約 9,400 世帯）が新たに SBM-GIS に登録される。」は 8,300 世帯の

登録が完了し、2015 年 7 月までに全世帯の登録完了が見込まれている。 

指標 3-2「モデルシステム地域における検針能力が、検針チーム（2 人 1 組）あたり、月間 200

世帯から 400 世帯に向上される。」は、プロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。プ

ロジェクトチームは、水道検針員の能力強化に求められるデータロガーの使用方法に関する指導

に加え、検針作業の効率的な実施のため、対象地区の衛星画像と各顧客世帯における水道メータ

ー設置場所に関する位置情報を統合した地図を作成した。これにより、設置水道メーター間の最

短移動ルートが明確になり、作業効率の大幅な向上が見込まれる。なお、終了時評価調査期間中

の 2015 年 5 月より、データロガー使用方法と水道メーター位置情報地図を利用した現場指導（On 

the Job Training：OJT）研修が開始された。 

指標 3-3 は終了時評価調査時点では達成されていない。現在、プロジェクトチームは配水管に

不法接続している利用者を確認し、正規に顧客登録するよう活動中である。また、プロジェクト
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チームは登録顧客数と未登録顧客数の正確な人数についての確認作業中でもある。顧客登録に際

しては以下の区分を考慮する必要がある。①顧客として登録され、かつ水道メーターが設置され

ている顧客、②顧客登録はされているが、水道メーターは設置されていない顧客、③未登録の顧

客、④未登録かつ違法水供給業者より水を購入している者。この区分に基づく確認作業を通じて、

パイロットエリアにおいて 2014 年 1 月から 12 月にかけて請求・徴収されたデータの月例平均値

を根拠に設定されたベースライン（86.3%）と比較して、2015 年 5 月時点における請求書配布件

数率は 89.98%と改善傾向を示しており、プロジェクト終了時までの達成が見込まれる。 

成果 4： ZAWA の無収水削減に係る計画作成/施行能力が向上する。 
指標： 
4-1. 漏水削減準備計画が年間ビジネス計画（ABP）に組み込まれる。 
4-2. パイロットエリアにおける手順書が、ZAWA により他ドナー支援の有償事業の設計図書に

反映される。 
4-3. ZAWA 職員の能力が、以下の分野において定められた基準を満たす。 

漏水探査 2 名
配管設置・交換・修理 4 名
給水装置 10 名
施工品質管理 2 名

 

成果 4 の達成度は中程度と判断される。 

指標 4-1 は達成されたと判断される。漏水削減準備計画は ABP に組み込まれたものの、5 カ年

計画に基づく ZAWA の年間予算額に比較して、ABP における予算請求額が大きかったため、通常

予算における予算要求は見送られた。その代替手段として、同漏水削減準備計画内容に基づき、

ザンジバル政府が有するインフラ基金に対し 2 回の予算要求がなされ、2014 年度漏水削減準備計

画予算として合計 830 百万シリング〔430 百万シリング（2014 年 10 月）、400 百万シリング（2015

年 2 月〕が配賦された。当該配賦額によりプロジェクトのパイロットエリアにおける活動で必要

となる配管等資材の確保が実現した。 

指標 4-2 は、終了時評価調査時点における達成は確認できなかった。アフリカ開発銀行（African 

Development Bank：AfDB）は、プロジェクトチームが提唱するブロック配水系統化とパイロット

エリアにおける運営手順を設計思想とした、ZAWA のモデル配水系統地域における水道インフラ

改善プロジェクトに対する有償資金支援を承認した。但し、プロジェクトチームが提唱する設計

思想が確実に反映されているかについては、現在、ZAWA が設計作業を委託している Don 

Consultant Ltd（現地コンサルタント企業）が作成する入札図書の確認を待つ必要がある。終了時

評価調査時点において、同コンサルタント企業より ZAWA に対して提出された入札図書を構成す

る一部の書面のみでは、プロジェクトチームの設計思想の反映有無に関する確認はできていない。 

指標 4-3 に対応する活動は 2015 年 7 月から開始される予定であるが、プロジェクト期間中の達

成は困難であると予想される。同指標達成のための活動として、パイロットエリア地区における

OJT 研修が実施されることになっているものの、当初予定していた時期に比し、活動に必要な

ZAWA による建設資材の調達が大幅に遅れたことが原因で未着手となっている。また、10 月に予

定されている大統領選挙に伴う現地の社会情勢の変化を考慮して、プロジェクトチームが現場で

OJT 指導を行えるのは実質 8 月末までとなっている。そのため、プロジェクト期間中に予定カリ

キュラムを全て実施することは困難であることが予想される。 
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３－４ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：無収水削減を通じて ZAWA の経営能力が改善される。 

指標： 

1. JICA 技術協力プロジェクトとの協働により、ZAWA の無収水削減プロジェクトが開始さ

れる。 

2. ZAWA 年間ビジネス計画の年次予算が、事業経営の優先性を考慮して配分される。 

プロジェクト目標の指標の達成度、各成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込みに関する

専門家と C/P の認識等を総合的に考慮すると、終了時評価調査時点におけるプロジェクト目標の

達成見込みは「中程度」と判断される。 

指標 1 の達成状況は以下のとおりである。Saateni 配水系統のインフラ整備（主要コンポーネン

トは①取水施設増強と②配水施設改善）を目的とした AfDB 有償資金事業契約が、ZAWA と AfDB

の間で締結され、現在は、Saateni 配水系統を対象地域とした配水施設改善の施工図案（入札の付

属図書）第 1 稿を ZAWA へ提出済みで、プロジェクトチームと共に図面内容の確認段階にあり、

事業の開始手続きは着実に進展している。AfDB 有償事業は本プロジェクトのパイロットエリア

を含んでいないが、ブロック配水系統化はインフラ整備後のメンテナンス、配水効率など、水道

供給事業における維持管理の観点より、同有償事業においても導入されるよう、プロジェクトチ

ームは ZAWA、AfDB に対して説明を行ってきた。プロジェクトチームが提唱するブロック配水

系統化の設計思想が、入札図書に確実に反映されるかについては引続き注視する必要がある。 

AfDB 有償事業実施に際し、ZAWA が設計図書作成を委託した現地コンサルタント企業が最初

に提示した計画案に対し、プロジェクトチームと ZAWA の C/P が内容を精査したところ、ブロッ

ク配水系統化の設計思想が確認できなかったため修正案の作成要求を行った。終了時評価調査時

点では、要求に基づき現地コンサルタント企業が、再度、入札図書を構成する一部修正案を提出

してきたが、当該書類ではプロジェクトチームと ZAWA が求める設計思想が反映されているか否

かは確認できない。 

指標 2 は概ね達成したと見なされる。プロジェクトチームは無収水削減活動を含めて年間ビジ

ネス計画を作成したものの、ZAWA の年間予算額を考慮した結果、通常予算における予算要求は

実施しなかった。しかしながら、ザンジバル政府が有するインフラ基金に対し予算要求を行い、

総額 830 百万シリングが配賦された。 

上記のとおり、プロジェクト目標の達成を図る 2 つの指標に関しては、指標 1 が「プロジェク

ト終了までに達成が見込まれる」、指標 2 が「終了時評価調査時点において概ね達成したとみなさ

れる」と判断される。しかしながら、各成果の達成状況ならびにプロジェクト目標である【ZAWA

経営能力の改善】の現状を加味すると、プロジェクト目標の達成状況は中程度と判断される。 
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３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標：ZAWA の水道サービスが改善される。 
指標： 

1． モデルシステム地域における水道供給が時間と水圧に関して以下のとおりに改善される。

供給時間（平均） XX 時間/日（ベースライン） YY 時間/日（目標値）

供給水圧（最低） XX mH2O（ベースライン） YY  mH2O（目標値）
 

2． モデルシステム地域における水道料金請求/徴収業務が以下のとおりに改善される。 
徴収率（件数）＝徴収済み請求書件数÷
配布済み請求書件数（平均） 

XX %（ベースライン） YY %（目標値） 

徴収率（総額）＝徴収済み請求書総額÷
配布済み請求書総額（最低） 

XX %（ベースライン） YY %（目標値） 

   
 

上位目標の達成を計測する指標に関しては、目標値・ベースラインともに終了時評価調査時点

では設定されておらず、上位目標達成について判断することはできない。 

なお、指標 1 については 2015 年 6 月にベースラインの確定と目標値の提案が予定されている。

指標 2 に関しては同様に、同年 8 月にベースライン確定と目標値の設定が予定されている。4 

３－６ プロジェクトの実施プロセス 

PO 第 3 版に示されているように、大部分の活動は一部遅延を伴いながらも実施されてきた。

その一方で実施が遅れた活動、さらには調達手続きの遅れ等の問題から、活動 4-1（都市水道施

設の地表漏水調査を実施して、パイロットエリアでの管路補修を実施する）、活動 4-4（モデル配

水系統における事業モニタリング案を設計し、漏水削減進捗を監理する）といったように、終了

時評価調査時点において未着手の活動も散見される。 

  (1) プロジェクト実施の促進要因 

   1) 収入増に向けた ZAWA のコミットメント 

ザンジバル政府は ZAWA が水道事業体として独立採算を実現し、経済的に自立すること

を強く求めており、ZAWA 職員も本プロジェクトの実施を通じて、収入向上に対する認識

を徐々にではあるが抱くようになってきた。他方、プロジェクトが実施した住民満足度調

査ならびに ZAWA への苦情統計によれば、ZAWA のサービスは短い給水時間、変動する給

水圧により顧客の満足度が非常に低く、有償サービスとして顧客に十分な満足度を与える

レベルには至ってない現状である。一方、この状況下、顧客と直接接する機会の多い職員

を中心に、顧客志向に対する認識が大きく改善されつつあることが、聞き取り調査を通じ

て確認できた。同様に ZAWA が供給する水は無料であるという顧客側の認識が、プロジェ

クトの広報活動を通じ、ZAWA の水は有償であるという認識へ着実に変化しつつあること

が、聞き取り調査における ZAWA 職員のコメントより確認できる。 

本プロジェクト活動は ZAWA からも認知され、日常業務の一部として定着しつつある。

顧客部長は本プロジェクト活動を他ドナーの活動よりも優先させ、スタッフを本プロジェ

                                                 
4 指標 1 に関しては終了時評価調査報告が行われた第 8 回 JCC において提案、承認され、PDM 3-3 に反映された。また、指標

2 に関しては 2015 年 8 月開催予定の第 9 回 JCC において提案される予定である。 
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クトに適切に配置するなど、本プロジェクトへ協力をしている。また、ZAWA の上位機関

である土地住宅水エネルギー省の主席次官も、本プロジェクトに対する強いオーナーシッ

プを発揮し、JCC の場で積極的に発言、ZAWA に対して指示を出すなど本プロジェクトに

対する支持が確認された。 

   2) 専門家チーム・C/P 間及び C/P 相互間の密なコミュニケーション 

C/P とのインタビューによると、日本人専門家チームのメンバー構成が刷新されてから、

専門家チームと ZAWA の C/P とのコミュニケーションが劇的に改善している。プロジェク

ト開始当初から中間レビュー前までの専門家チームは主として書類をベースに技術移転

を行うスタイルであったのに対し、交代後の現専門家チームは OJT によって技術移転を行

っていくアプローチを多用している。このことが現場における C/P の実務能力の大幅な向

上に貢献しているとして、C/P は現日本人専門家チームに非常に高い評価を与えている。 

両者のコミュニケーションが大幅に改善されたことを受け、ZAWA は専門家チームに対

してプロジェクト参加者間の情報共有を目的とした定期活動進捗報告会を実施するよう

要請した。これを受けて専門家チームの調整のもと、2015 年 4 月より、毎週水曜日に定例

集会が開催されるようになった。本プロジェクトでは成果ごとに担当者が配置されている

が、毎週交代で各成果担当グループが当該活動の進捗について全体集会で報告し、他の成

果グループの職員との間で活動内容の共有を図っている。加えて、当該集会では、プロジ

ェクト専門家によるアドバイスも交えてプロジェクト活動を効率的に実施するために必

要となる各グループ間の連携促進、課題への対応などについても議論がなされている。 

   3) ZAWA への継続した日本の支援によって構築された信頼関係 

終了時評価調査団が実施したインタビュー調査では、多くの C/P から ZAWA 職員の能力

強化に対する支援に対して謝意が述べられるとともに、継続的な日本の支援に対する信頼

と期待の念が表明された。こうした信頼関係がプロジェクト活動に対する、C/P の積極的

な関与を促進している。 

  (2) プロジェクト実施の阻害要因 

他方、円滑なプロジェクト実施を阻害とした要因として、中核となる ZAWA 職員数の不

足と本プロジェクト活動と ZAWA 業務を兼務することによる時間管理の困難さが挙げられ

る。 

   1) 中核となる ZAWA 職員数の不足 

本プロジェクトでは、水道事業経営、水道料金徴収率の向上、無収水削減の計画策定・

実施業務に従事しており、プロジェクト終了後も他の職員に対して技術移転を行えると期

待される ZAWA 職員に対し研修を実施してきた。ZAWA は全体では余剰職員を抱えている

一方で、技術職員及び能力が高い職員が不足しているため、こうした一部の技術移転の中

核となりうる職員に業務が集中しており、彼らがプロジェクト活動を実施するための十分

な時間を確保することが難しい状況にある。また、検針・請求担当者、SBM オペレーター、

エンジニアなどのポジションは人員不足であり、プロジェクト活動の円滑な実施に影響を

及ぼした。 
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   2) 無収水削減担当部署の不在 

ZAWA には、無収水削減を専門に担当する部署が存在していない。そのため C/P は既存

の各部署より担当者を選抜しプロジェクト活動に従事させてきた。事実、プロジェクト活

動に従事しているほとんどの ZAWA 職員は、ZAWA 業務とプロジェクト活動の兼務となっ

ている。ZAWA 業務との兼ね合いより、予定されていたプロジェクト活動への従事が困難

になることも少なからず発生し、円滑なプロジェクト活動実施の阻害要因となっている。 
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第４章 評価結果 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。ZAWA の水道サービスの改善は、ザンジバ

ルの人々のニーズや ZAWA のニーズに合致しており、タンザニア政府の開発政策、日本政府の対

タンザニア国援助政策との整合性が高い。 

  (1) 受益者のニーズとの整合性 

本プロジェクトの直接受益者は、ZAWA において給水管接続、管補修、メーターの交換・

修理、違法接続への対応などの無収水対策に関係する業務を行う全ての職員である。加えて、

最終受益者はザンジバル市民である。 

ザンジバルでは、きれいで安全な水へのアクセス率は都市部では 80%、村落部では 60%

であるものの、給水施設の維持管理や拡張が不十分であることから、給水施設の稼働率が低

く、漏水が多発しており、時間給水や断水を余儀なくされている。 

その結果、継続して安定した水道サービスが提供されていないことから、水道サービス

の改善を上位目標に掲げる本プロジェクトはザンジバル市民のニーズに合致している。加え

て、水道事業経営の改善、水道料金徴収率の向上、無収水削減の計画策定・実施能力の強化

を通じた財務状況の改善は、ZAWA が水道事業体として独立採算経営を実現するために必

要であり、ZAWA のニーズとも合致している。 

  (2) タンザニア政府の開発政策との整合性 

本プロジェクトは、タンザニア政府の国家長期開発政策である「タンザニア開発ビジョ

ン 2025」とそれを達成するための国家中期開発政策である「第二次成長と貧困削減のため

の国家戦略（2010/11 年～2014/15 年）（通称、MKUKUTA II）」、並びにザンジバル政府の長

期開発政策である「ザンジバル開発ビジョン 2020」とそれを達成するための中期開発政策

である「ザンジバル第二次成長と貧困削減のための戦略（2010 年～2015 年）（通称、MKUZA 

II）」との整合性が高い。「ザンジバル開発ビジョン 2020」には、「効果的、効率的な水道料

金設定、請求書発行、料金徴収体制を構築し、維持すること」が給水に関するザンジバル政

府の目標の一つとして明記されている。加えて、MKUZA II には、「水道サービスの収入が

2009 年の 7 億シリングから 2015 年の 50 億シリングに増加すること」が中期目標として掲

げられており、それを達成すための手段として、水道サービスの利用者からの料金徴収を増

加するための戦略策定及び実施、料金徴収の有効性や効率性の改善、漏水管理、水道の不正

使用の管理等が明記されている。また、本プロジェクトは、全てのザンジバルの人々にきれ

いで安全な水を提供することを目標に掲げている「ザンジバル国家水政策（2004 年）」とも

整合性がある。 

  (3) 日本の対タンザニア国援助政策との整合性 

我が国の「対タンザニア共和国 国別援助方針（2012 年）」には、「経済成長と貧困削減を

支えるインフラ開発」が 3 つの重点分野（中期目標）の一つとして位置づけらており、それ
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を達成する戦略として、我が国は「給水・水資源管理分野のインフラ整備を支援する」こと

及び「インフラの効果的な運用と自律的な維持管理のための人材育成に取り組む」ことが明

言されている。加えて、日本政府は、2013 年に開催された第 5 回アフリカ開発会議（The Fifth 

Tokyo International Conference on African Development：TICAD V）の横浜行動計画で、水供

給サービスの範囲及び持続可能性の向上による安全な飲料水へのアクセスの増加を「万人が

成長の恩恵を受ける社会の構築」の具体的な成果目標の一つとして挙げていることから、本

プロジェクトは日本政府の援助方針に合致している。 

  (4) 日本の技術的優位性 

我が国は、ザンジバルの都市部において、無償資金協力「ザンジバル市街地給水計画（第

1 期：2006～2008 年、第 2 期：2009 年～2011 年）」及び技術協力プロジェクト「ザンジバル

水公社経営基盤整備プロジェクト（2008 年～2010 年）」の実施を通じて、ZAWA の水道サ

ービスを持続的かつ安定したものにするための支援を行ってきた。無償資金協力では、深井

戸、配水池、送配水管等の上水施設の整備が行われ、技術協力プロジェクトは、料金徴収業

務体制の確立を目標として実施された。加えて、JICA は、エジプト、ヨルダン、ケニア、

カンボジア、ベトナム等、様々な国で無収水削減にかかる技術協力プロジェクトを実施し、

良い成果を挙げている。これらの経験により、我が国は水道事業経営能力の向上や無収水削

減活動等を通じて ZAWA の財務状況の改善を支援する上での技術的比較優位を有している

と考えられる。 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は「中程度」と判断される。終了時評価調査時点では、プロジェクト

目標の達成を測る指標においては、ZAWA の経営能力に改善の兆しが見られるものの、MIS レポ

ートの経営への活用（成果 1）や組織構造改革案の承認（成果 2）、顧客管理能力（成果 3）など

各成果指標の達成度には大いに改善の余地がある。 

  (1) プロジェクト目標の達成見込み 

終了時評価調査時点における活動の実施状況、成果の達成状況ならびにプロジェクトを

取り巻く環境を踏まえると、プロジェクト終了時までのプロジェクト目標の達成は難しいと

判断される。他方、活動を通じて達成した成果に対しては C/P の部長、スタッフより高い

評価を受けており、無収水削減活動を更に重視し、本プロジェクト終了後も活動を継続して

いく旨、本評価調査のインタビューにて発言があった。 

  (2) プロジェクト目標と成果の因果関係 

ZAWA の財務状況が好転しない要因として、経営能力の欠如、水道料金徴収能力の不足、

漏水と不法接続による無収水率の高さが挙げられる。このことから、本プロジェクトの 4

つの成果（情報管理能力の向上［成果 1］、人事管理能力の向上［成果 2］、顧客管理能力の

向上［成果 3］、無収水削減に係る計画策定/施行能力の向上［成果 4］）はプロジェクト目標

（無収水削減活動を通じた経営能力の改善）達成に必要な要素を網羅しており、成果からプ

ロジェクト目標にいたる因果関係は十分にあると言える。 
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  (3) プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件 

ザンジバル政府の安全な水へのアクセス向上に対するコミットメントは、「ザンジバル開

発ビジョン 2020」を達成するための中期計画である「MKUZA II （2010 年～2015 年）」に

表明されており、プロジェクト目標達成に至るまでの外部条件（「ザンジバル政府の水政策

が大きな変更なく継続される。」）に変更が生じる可能性は低いと考えられる。他方、終了時

評価調査時点における不確定要素として、2015 年 10 月に実施予定の国政選挙とザンジバル

大統領選挙が挙げられる。 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は「中程度」と判断される。終了時評価時点においては十分に満足で

きる成果の達成状況ではないが、プロジェクト前半における専門家チームと C/P のコミュニケー

ション不足による実施プロセスの停滞、活動に必要な ZAWA による予算確保の遅延、資材調達の

遅れなどを勘案すれば、これまでの投入量に相応の成果が産出されていると判断される。他方、

中核となる ZAWA 職員の不足やプロジェクトに参加している ZAWA 職員が日常業務との兼ね合

いでプロジェクト活動に参加できないことが少なからず発生したことは効率性に影響を及ぼして

いると思われる。 

  (1) 活動の実施 

予算・資材調達の遅延による未着手の活動（成果 4、指標 4-2）があるものの、概ね投入

に見合った成果がもたらされていると考えらえる。なお、本プロジェクトによって提供され

た機材はプロジェクトチームによって執務室内で適切に管理されている。 

加えて、本邦研修、第三国研修はプロジェクトの実施に対して大きく貢献したといえる。

一例として、ヨルダンにおける第 3 回研修が挙げられる。本研修を通じて MLHWE の主席

次官が本プロジェクトで提唱している配水系統化について深く理解したことにより、その後

のプロジェクト運営に際して次官はトップマネージメントによる強いリーダーシップを発

揮した。また、ZAWA 顧客部長が GIS を活用した情報管理を目標とするなど、プロジェク

トの円滑な実施に多いに貢献したと判断できる。 

また、プロジェクトの 2 年次に日本人専門家チームの大幅なメンバー刷新が行われ、以

降、C/P との専門家チームのコミュニケーションが格段に向上したことは効率性の貢献に大

きく寄与した。特に水道サービスに対する十分な知識を有しない ZAWA のスタッフに対し

て、現場での OJT に重きを置いた指導方法による技術移転を行ったことは、技術の定着化、

信頼感の増幅につながった。 

  (2) 他ドナー事業との相乗効果 

ZAWA に対する他ドナーの支援状況は AfDB と UN-Habitat が大きな部分を占めてきたが、

今般、インフラ整備を目的とした AfDB 有償事業の実施が合意された。同有償事業は Welezo

配水系統と Saateni 配水系統により給水される範囲を対象としている。同有償事業の実施は

本プロジェクトにおける成果 4（無収水削減に係る計画策定/施行能力の向上）の達成を側

面支援することになると同時に、上位目標（ZAWA の水道サービスが改善される）の達成

に大きく貢献すると考えられる。 
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４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断される。ZAWA と AfDB との間で有償事業の

実施が合意締結したことは、本プロジェクトの上位目標達成にも寄与することが期待される。ま

た、環境面とジェンダーの観点より負のインパクトが生じないよう配慮が行われていることが確

認された。 

  (1) 上位目標の達成見込み 

終了時評価調査時点では上位目標の達成を計測する指標の設定は行われていなかったが、

2015 年 6 月（第 8 回 JCC）で一部が設定され、また残る指標についても 8 月（第 9 回 JCC）

で確定する予定である。４－３ 効率性の箇所にて述べた通り、AfDB 有償事業との連携に

よって、上位目標の達成可能性も高まりつつある。 

  (2) ジェンダーに対する配慮 

水道メーターの検針、請求書の配布等の業務に従事する ZAWA 女性職員に対して、肌の

露出を避けた長袖のユニフォームを作成した。これは宗教上の制約を考慮し、負のインパク

トが生じないよう配慮したものである。 

  (3) 環境に対する配慮 

ZAWA の配水管種は、アスベスト管、普通/ダクタイル鋳鉄管、鋼管、塩化ビニル管、高

密度/普通ポリエチレン管等がある。当該管種のうちアスベスト管の更新に係る処理は、ザ

ンジバル環境法に示された「危険廃棄物処理に関して規定した条項」が適用される。現在ザ

ンジバルでは、産業廃棄処理施設が未整備であるため、ZAWA からザンジバル環境省へ個

別処理法の提案を行い、認可を得る必要がある。本プロジェクトのパイロット区画における

配水管更新は、更新管路トレンチの掘削が可能で、既存アスベスト管の「現場廃棄」が経済

的な工法となる。ただし、大口径アスベスト管（直径 300mm 以上）を現場廃棄する場合、

長期的な環境配慮よりアスベスト管崩壊による地表面陥没を防止するためアスベスト管内

グラウト処理を計画している。 

一方、AfDB 有償事業のモデル配水系統における管路更新では、プロジェクトサイトに既

存アスベスト管が多いため、「現場廃棄管：グラウト工法（トレンチ施工可能管路）」または

「引抜管：セメントミルク塗布（トレンチ施工不能管路）」の認可を ZAWA から環境省へ提

案し、認可/採用する適切な処理法を入札図書へ記載するよう、ZAWA を通じて現地担当コ

ンサルタントへ指示がなされている。 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は「中程度」と判断される。政策・制度面および技術面については

持続性が確保されると判断されるが、他方、組織面、財政面に関しては課題が多く残っている。 

  (1) 政策・制度面 

政策・制度面の持続性は「高い」と判断される。「４－１ 妥当性」に述べた通り、タン

ザニア政府及びザンジバル政府の長期開発政策（「タンザニア開発ビジョン 2025」、「ザンジ

バル開発ビジョン 2020」）やそれらを達成するための中期開発政策（「MKUKUTA II 2010/11
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年～2014/15 年」、「MKUZA II 2010 年～2015 年」）において、水道事業体の能力強化を通じ

て安定した水の供給を持続的に行っていくことの必要性は確認されており、政策の方向性が

近い将来、変化し、プロジェクトに影響を及ぼす可能性は低い。 

  (2) 組織面 

組織面の持続性は「比較的低い」と判断される。C/P へのインタビューではほとんどの回

答者が、本プロジェクト終了後もプロジェクト活動を日常業務として継続していくことの重

要性とその意思を明確にしている一方で、無収水削減を専属に担当する部署が設置されてお

らず組織としての対応状況は十分ではない。こうした状況に鑑み、プロジェクトチームは組

織構造の改定案を ZAWA に対して提案したものの、理事会への上程が遅れている。なお、

終了時評価調査における ZAWA 総裁へのインタビューでは 7 月までに議題として理事会に

提出すべく準備中との回答であった。 

他方、プロジェクトに現場レベルで関わる班長、一般職員レベルにおいては、プロジェ

クト活動を通じて強いオーナーシップが醸成されつつあり、他の作業グループとの連携、情

報共有を目的とした定例会が 2015 年 4 月より実施されるようになってきている。同定例会

においては各成果グループのリーダーを中心として、無収水削減活動に係る議論が行われる

ようになってきた。こうした自発的な動きを強固なものにして、組織として無収水削減活動

を推進していくためには、トップマネージメントによる強力なリーダーシップが求められて

いる。成果 2（人事管理能力）の達成を測る指標として「組織構造改革（理事会への上程待

ち）」と「職員規程/規則改革（理事会において承認済）」が設定されているが、これらの改

革案が実際に施行されれば、組織面における持続性が強化されると予想される。 

  (3) 財務面 

財務面の持続性は、「比較的低い」と判断される。プロジェクトチームが収集した KPI に

よると、2013 年 1 月から 2015 年 3 月までの総収入に占める総支出の平均割合は 32%となっ

ている。これに電力費を加味すると水道サービスからの収入は全体経費の 10%程度にとど

まっており、政府の補助金に大きく依存している状況である。ZAWA の上位機関である土

地住宅水エネルギー省の主席次官によれば、次期 5 カ年計画は 2017 年に策定される予定で

ある。予算規模については計画策定時点における ZAWA の財務状態が考慮されるものの、

ザンジバル政府の基本方針としては無収水削減活動を通じて、ZAWA が水道事業体として

独立採算を実現することを強く求めている姿勢に変わりはない。このことより ZAWA は無

収水削減活動を通じた財務面の強化が求められている。 

  (4) 技術面 

技術面の持続性は、「中程度」と判断される。本プロジェクトでは現地研修、第三国研修、

本邦研修と目的に応じた多岐にわたる研修が実施された。また、ザンジバル内で調達してい

る部品と価格を考慮した技術標準書が作成されるなどプロジェクト終了後も活動の継続に

支障が生じないよう配慮がなされている。他方、ZAWA 職員に対するインタビューでは、

OJT 研修を通じ漏水探査など無収水削減活動に必要な知識と技能は向上してきているもの

の、現場における実務訓練が引続き重要と認識されている。また、現時点で MIS レポート

は経営判断ツールとして利用されていないが、水道事業体として MIS 情報の継続的な更新、
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分析、共有、活用が求められている。 
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第５章 結論 

終了時評価調査時点において完了していない活動があり、プロジェクト目標は達成していない。

その一方で、ZAWA がプロジェクト終了後も活動を継続し、かつ AfDB 有償事業が本プロジェク

トの設計思想に基づき実施されれば、上位目標の達成が見込まれる。 

5 項目評価については、妥当性は「高い」、有効性、効率性、インパクト、持続性は「中程度」

と判断される。 

終了時評価調査は PDM 3-2 に基づいて実施したが、プロジェクト目標の達成状況は十分とはい

えない。一方、本プロジェクトは継続案件であることから、結論の導出にはフェーズ 1 からの経

緯も合わせてレビューすることが有用と考えられる。 

2008 年に「顧客満足度の高い料金徴収業務体制が確立される」をプロジェクト目標とした本プ

ロジェクトのフェーズ 1 が開始された。従来、ザンジバルにおける都市給水は、水開発局直営で

実施されており、一部の産業顧客を除いて、基本的に水道利用者から水道料金を徴収しなかった

ため、財務状況は恒常的に大幅な赤字状態であった。このような背景のもと 2006 年に公社化され、

ZAWA は水道事業体として初めて水道料金の徴収を開始した。しかし、水道料金徴収業務を開始

したものの、上述した歴史的経緯より、水道事業体として適切な水道サービス（供給時間、水圧）

を提供することで顧客のニーズを満たし、その対価として代金を徴収するというビジネスマイン

ドは完全に欠如していた。また、ZAWA が提供する水道サービスはこれまで無償であったことに

加えて、給水時間、給水圧等、サービスの質が非常に悪いため、多くの住民は代替手段として違

法の民間水販売企業が提供する水道サービスを利用してきた。このように、ZAWA にとっては厳

しい水道事業環境のなかフェーズ 1 は開始され、2010 年に無収水削減活動に関する提言がなされ

終了した。これを受け、本プロジェクトは 2011 年 11 月に【ZAWA のプロジェクトエリアでの財

務状況が改善される】をプロジェクト目標として開始された。 

しかしながら、プロジェクト（フェーズ 2）活動に必要となる ZAWA 予算確保の遅延や資材調

達手続きの遅延が発生し、C/P 職員が ZAWA 業務との兼務のためプロジェクト活動に十分参加で

きないことによる活動の遅延も顕現した。これを受け 2013 年 9 月に実施された中間レビュー時点

で PDM の成果と活動が修正されたものの、その後も状況は改善しなかったため、ZAWA を取り

巻く環境とプロジェクトの進展を再度見直し、2014 年 8 月に派遣された運営指導調査の報告に基

づき、2015 年 3 月に開催された第 7 回 JCC において 2 回目の PDM 修正が承認された。この修正

ではプロジェクト目標が【無収水削減活動を通じて、ZAWA の経営能力が向上する】に変更され

た。 

本終了時評価調査時点においては、成果、プロジェクト目標ともに達成状況は十分とは言えな

いものの、一定の成果と変化が確認された。成果 1【ZAWA の情報管理能力強化】を担当するチ

ームは、初歩的な段階ではあるが KPI を使い始めようとする段階に達し、成果 2【ZAWA の人事

管理能力の改善】については、職員規定/規則改定案が ZAWA 理事会の承認を得て、2015 年 8 月

の導入が見込まれている。他方、組織構造改定案に関しては内部手続きが遅れているが、ZAWA

総裁によれば 7 月までに議題として上程される予定である。成果 3【ZAWA の顧客管理能力の改
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善】を担当するチームは活発に活動を展開しており、プロジェクトの活動をこなしていくのみな

らず、効率性の向上を実現させるためには、他グループとの連携についても主体的に模索するよ

うになりはじめている。具体的には業務で関連性が深い、成果 1 と成果 4 の担当グループが情報

共有、意見交換を自主的に開始するようになってきている。また、各成果グループのリーダーを

中心に定例会を開催、活動進捗を共有し、課題について議論する環境も醸成されはじめてきた。 

こうした状況を鑑みると、本プロジェクトはフェーズ 2 の終了時を迎えるに際して、ようやく

PDM に記された各成果の達成が実現可能な転換期に差し掛かったといえる。それゆえ、プロジェ

クトと ZAWA は強いイニシアチブを維持しながら、プロジェクトの残り期間において精力的に活

動に従事していく必要がある。さらに、ZAWA のダイレクター陣（総裁と全部長）は、組織構造

改革案の理事会への上程、AfDB 有償事業の実施に必要となる入札図書の最終化、資材調達手続

きに必要な手続きを迅速に行うことが求められている。 

2008年より 8 年間にわたり実施されてきた無収水削減活動に対するプロジェクトの努力が水泡

に帰すことがないよう、ZAWA とプロジェクトチームが迅速かつ真摯な行動をとるべく、終了時

評価調査団は次章のとおり提言を行う。 
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第６章 提言 

上記の分析を踏まえ、本調査団は、円滑なプロジェクト運営、プロジェクト目標や上位目標の

達成、持続性の確保に向けて、以下のとおり提言する。 

プロジェクト期間中に関する提言 

（1）ＺＡＷＡの経営について 

現在、ZAWA の収支状況は悪く、ザンジバル政府の支援に多くを依存している状況にある。

ZAWA は独立した水道事業体として、経営的視点から戦略的ビジョンと水道事業計画を策定

し、財務状況の改善に努めるべきである。この改善努力の進捗は、今後の JICA の支援の検

討に重要な情報となる。 

（2）収支分析について 

プロジェクトは、パイロットエリアでの収支分析を実施するべきである。歴史的に ZAWA

は経営感覚が欠如しており、給水インフラは老朽化し、水道事業の効率を悪化させている。

ZAWA はプロジェクトによる収支分析を今後の運営に活用すべきである。 

（3）プロジェクトのカウンターパートについて 

本調査においては、カウンターパートが本来の職務との両立によりプロジェクト活動に注

力できない状況が散見された。ZAWA はプロジェクトの円滑な推進に向け、この点を考慮し

たカウンターパート職員の配置に努めるべきである。 

（4）活動の持続性確保について 

プロジェクトは、ZAWA の給水サービス改善の努力が継続的に実施出来るように、組織改

革案を提出しているが、いまだ ZAWA 各部間で確認中であり、承認されていない。ZAWA 総

裁は理事会に本案を速やかに提出し、理事会は可決、実行すべきである。 

（5）無収水削減チームの設置 

ZAWA の経営改善には、無収水対策が最重要課題である。ZAWA は無収水対策の推進に向

け資源を集中させるべきである。 

（6）ＭＩＳの活用 

現在、MIS の分析レポートは月次で作成されているが、ZAWA 上層部には共有されていな

い。ZAWA 理事は MIS レポートの内容を理解し、組織運営に活用すべきである。 

（7）ＺＡＷＡ上層部とのコミュニケーション 

現在、専門家チームは ZAWA 理事と接触する機会が限られており、経営改善に向けたアド

バイスや意見交換が難しい状況にある。ZAWA 理事は、必要に応じ、理事会への専門家の出

席を認めるべきである。 

（8）ＰＤＭの変更 

プロジェクトは PDM 3-2 の上位目標の指標を本 JCC にて確定させる必要がある。本 JCC

で確定させることができない指標についても、次回以降の JCC にて早急に確定させるべきで
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ある。 

（9）プロジェクトの延長について 

現在、AfDB によるプロジェクトを担当するコンサルタントによる入札図書の提出、ZAWA

による管材調達が遅延していることから、一部のプロジェクト活動が推進できない状況にあ

る。これを受け、プロジェクトは、プロジェクト活動を完遂し目標を達成するために、プロ

ジェクト期間を延長することを提案した。 

プロジェクト終了後に関する提言 

（1）土地住宅水エネルギー省による水道事業へのサポート 

土地住宅水エネルギー省は、水道事業に関連する諸法律の整備や、配管工事にかかるライ

センス制度等の規制を整備し、ZAWA の水道事業改善の取り組みに協力を期待する。 
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第７章 教訓 

プロジェクトは 2 年目に総括を交代し、PDM を大幅に変更して最終年度を実施している。以下

の教訓は PDM 変更前を含むプロジェクトすべての段階から抽出されたものであり、今後の JICA

のプロジェクト形成、又は相手国側にもプロジェクトのカウンターパートとして参考に資すると

考えられる。 

  (1) 問題意識の共有 

プロジェクト実施に際し、必要な資源の配分は優先順位で決められ、それには当事者の

問題意識の共有が不可欠である。問題意識が共有されれば、プロジェクトの円滑な実施が可

能となる。プロジェクト開始段階より、専門家チーム、ZAWA 上層部はプロジェクトの実

施に向け積極的に協力すべきであった。 

  (2) コミュニケーション手法 

本プロジェクトでは、専門家チームの総括が途中で交代した後、C/P との間でコミュニケ

ーションを OJT ベースにすることにより、両者の関係が劇的に改善された。よって、プロ

ジェクト実施に際し、プロジェクトは、C/P との適切なコミュニケーションを模索すべきで

ある。 

  (3) PDM デザイン 

本プロジェクトは、2 度 PDM 変更を行ったが、プロジェクト開始当初の PDM は総花的

な内容であり、対応が困難であったと考える。そのため、JICA は、プロジェクトチームと

共に、プロジェクトのデザイン時に何が中心的な問題となっているかを精緻に分析し、その

問題の解決に直接的に寄与するアウトプットを中心にプロジェクト活動を想定し、PDM を

作成すべきである。 
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終了時評価グリッド：タンザニア国ザンジバル水公社経営基盤整備プロジェクト（フェーズ２） 
調査項目 

調査の視点/調査事項 調査結果 
 小項目 

実
績
の
検
証 

投入の実施状況 

日本側投入（専門家派
遣、機材供与、C/P 研修、
予算）は計画通り実施さ
れているか？ 

専門家 

【2011年11月（開始月）〜2013年08月（中間評価前）】20カ月間 

 総括、副総括、水道事業経営、顧客サービス、顧客調査、管網維持管理/配水管網図/スペアパーツ在庫管理、漏水探知の計7分野/14名（39.20MM）

が派遣された。 

【2013年09月（中間評価後）〜2015年04月（終了時評価前）】20カ月間 

 総括、副総括、水道事業経営、顧客管理、GIS管理、無収水管理の計6分野14名（61.21MM）が派遣された。 

現地研修 

【第1年次】 
テーマ 実施開始日（日数） 参加人数 適用

無収水管理 2012年12月21日(1日間) 3名 技術部長、営業部長、財務部長

水収支と漏水検知 
2012年11月27日(3日間) 12名 MRWATを対象
2012年11月29日(3日間) 17名 同上
2012年12月 4日(3日間) 18名 同上

管路修理 
2012年12月20日(2日間) 25名 MRWATを対象
2012年12月24日(2日間) 20名 同上

アルーシャ水道公社研修 2012年 6月24日(9日間) 12名 人事管理、MIS、ビジネスプラン、顧客サービス、漏水修理 
 
【第2年次】 

テーマ 実施開始日（日数） 参加人数 適用 

組織論・財務計画セミナー 2013年 7月15日(4日間) 14名 FAD(財務/庶務)職員 

水道事業経営ワークショップ 2013年 7月31日(2日間) 13名 幹部職員、関連課長、FAD(財務/庶務)職員、関連課長 

無収水削減活動ワークフロー 2013年 9月18日(1日間) 4名 幹部職員 

PDM改訂版説明 2013年11月03日(1日間) 10名 総裁、幹部職員、関連課長 

 
【第3年次】 

テーマ 実施開始日（日数） 参加人数 適用
顧客管理ワークフロー 2014年 6月 3日(1日間) 10名 総裁、幹部職員、関連課長
MISデータ視覚化OJT 2014年 6月19日(2日間) 3名 企画課職員 

予算再配分OJT 2014年 6月 4日(1日間) 5名 会計課 

MIS編集OJT 2014年10月07日(1日間) 3名 企画課職員
配水系統化技術資料 2014年11月17日(1日間) 11名 水省/関係省、ZAWA幹部
ABP策定ワークショップ 2015年 2月24日(1日間) 15名 幹部職員、関連課長・所長・副所長
水曜プレゼン会/幹部意見交換 2015年 4月01日〜 成果毎C/Pと関連職員：週1回継続
水道料金試算OJT 2015年 4月02日〜5月末 3名 企画/顧客/会計課：週2回継続

本邦研修 

技プロとは別スキームへの参画（浄水処理技術を除く）であるが、以下の合計17名が各研修コースへ参画した。 

なお、2015年度は、5名の参画を予定している（内2名は研修申請中）。 

2011年度5名/2012年度4名/2013年度4名/2014年度4名 

第三国研修 

研修期間： 2015年1月29日～2月7日（10日間） 

参画C/P： 水道省主席次官、ZAWA営業部長、ZAWAデータ入力官（3名） 

研修受入： ヨルダン国水公社（WAJ）、首都ヨルダン水道民営事業体（Miyahuna） 

研修内容： 水道施設改善 

資機材供与 
顧客管理： メータ検針器（読込み器）、水道メータ、水圧データロガー、歩行距離計等 

NRW管理： 電磁流量計、漏水探知機、金属探知機、非金属管探知機、GPS、カメラ等 
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調査項目 
調査の視点/調査事項 調査結果 

 小項目 

実
績
の
検
証
（
つ
づ
き
） 

投入の実施状況

(つづき) 

タンザニア側投入（人

員、建物・施設、予算）

は計画通り実施されて

いるか？ 

C/P の配置 

- プロジェクト・ダイレクター（PD：1 名） 

- プロジェクト・マネージャー（PM：1 名） 

- プロジェクト・副マネージャー（副 PM：3 名→4 名（中間評価以降：ZAWA 組織が 3 部制から 4 部制へ改訂）） 

- 情報管理（MIS/年次ビジネス計画：3 名） 

- 人事管理（組織/職位･職責：1 名） 

- 顧客管理（給水装置調査、加入促進、検針員（請求書配布）、指針案策定：27 名） 

- 無収水管理（GIS 管理、各種調査（漏水：地表/駆体、流量、試掘、マニフォールド）、管路設計等：56 名） 

施設の提供 

- プロジェクト事務所（執務室＋GIS 室：ZAWA 本社内） 

- 機材保管庫（試掘調査等の土木工具：Saateni 配水池敷地内） 

- 車両（JICA 供与の 3 台を ZAWA と共用） 

ローカルコスト 

無収水対策パイロット事業での管材調達費等、フェーズ 2 期間内の ZAWA 側負担経費（一部推定額含む） 

-1,335,192,200Tsh（92,511 千円） 

その他：光熱費（事務所電気代）、通信費（事務所 Wi-Fi 代）、本邦調達機材通関諸掛り経費 
 

成果の 

達成状況 

成果１：ZAWA の情報

管理能力が向上する 

1-1 MIS レポートが毎月作成され、ZAWA の経営に利用される 

 MISはKPIを11項目から13項目へ拡張したプラットフォームを2014年5月に作成した。分析を目的としたKPIの細分化を同年9月に図るが、顧客情報不足によりデー

タ収集が困難となり、細分化を廃止して毎月収集を復活させた。顧客情報の細分化については、今後の活動「給水装置調査→加入促進活動→検針業務」で対応す

る。 

 PDM活動の進捗管理指標に係るデータ記録用帳票は、今後の活動を含めて2014年10月に作成して毎月収集されている。一方、財務情報に関しては、中期5カ年計

画/年次ビジネス計画/年次予算が未更新のため確定できずに未記録となっている。無収水削減対策の管材調達費は政府インフラ整備費を活用している。そのため、

当該予算枠内での調達に制限される。 

1-2 ZAWA 年間ビジネス計画が作成され、JICA 技術協力による漏水探査活動の予算管理に利用される。 

 電力･水道事業体規則庁（EWURA）より関連情報を収集し、比較/評価の活動を2015年5月6日（水）から実施中。日本のPI値は、ZAWA側のMISに対する比較要望

が明確になった後、どのようにPIシステムを構築したかを解説する予定。 

 2015会計年度版予算案は、ZAWAが中期5カ年計画の単年度版を政府へ提出し編成作業を進めている。2015会計年度の年間ビジネス計画案は、“都市水道における

無収水削減事業活動”に加え、支所活動（村落水道維持管理費）も含めて策定したが、次年度予算要求は見送られた。但し、年度末に実施されるインフラ整備基

金を活用する方向を検討している。 

成果２：人事管理能力が

改善される 

2-1 組織構造改定案が ZAWA 理事会に承認される 

 中期的な組織改革（案）をZAWA総裁へ2014年6月に提出済。但し、理事会で議題にはとりあげられていない。 

 当面の組織改善を図るため、現状組織における係・班レベルへの分解（現状は部・課まで）と職階・職責の明確化を行った（職員任用・給与規程：後述）。改定

組織図はZAWA総裁へ2015年2月に提出した。 

2-2 職員規定/規則改定案が ZAWA 理事会に承認される。  

 職員の雇用、再配置、管理に係る提案を行うための基礎資料となる、職員データベースの更新作業の実施がなされた。（進捗報告書7） 

 ZAWA組織の現状評価と課題に関する職員アンケートを実施し、その結果を集計した。 

 将来の研修要望について職員アンケートを実施し、その結果を集計した。 

 ZAWA独自で職員育成のZFY-2015年間研修計画を策定予定。 

 当該期間実施なし。（進捗報告書7） 

 2011年公共サービス法に基づき職員任用・給与規程案が作成された。（進捗報告書7） 

 当該職員任用・給与規程（改訂案）は、2015年4月にZAWA役員会で承認された。 
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成果の 
達成状況 
（つづき） 

成果３：顧客管理能力が改

善される 

3-1 モデルシステム地域の全顧客（約 9,400 世帯）が新たに SBM-GIS に登録される。 
 2014年7月に顧客管理ソフト（SBM-GIS）入力作業、同11月にはデータ突合せ作業が完了した。（進捗報告書7） 
3-2 モデルシステム地域における検針能力が、検針チーム（2 人 1 組）あたり、月間 200 世帯から 400 世帯に向上される。 
 2014年9月に顧客管理指針（案）を作成するチームがZAWA内に結成され活動を開始した。（進捗報告書7） 
 顧客管理指針（案）の作成が進まないため、現場活動（給水調査結果に基づく「加入促進→請求書配布」）を先行して開始した。 
3-3 パイロットエリアにおける請求書徴収率が、以下のように改善される。 
 給水サービスが向上した時点で水道料金徴収率の向上を期待される。現在は請求書の配布活動に重点をおいて活動している。 
 第1配水区（DMA-1：Saateni配水系統）のMakadara区画を業務改善試行地区として活動を開始した。（進捗報告書7） 
 プロジェクトの活動地区をMakadara/ Gulioni/ Mchanganiへ拡張している。 
 現在、パイロット区画における請求書の配布件数と金額を集計中。 
 

請求書配布件数率 
86.3 %（ベースライン） 
SBM ベースの 2014 年間単純平均

95 %（継続目標値） 
顧客促進後ベースの月例数値 

請求書配布金額率 
93.7 %（ベースライン） 
SBM ベースの 2014 年間単純平均

98 %（継続目標値） 
顧客促進後ベースの月例数値 

 
 2015年1月〜2月にかけて顧客満足度調査がパイロット区画で実施された。質問票の内容は基礎資料（スクリーニング）と満足度から構成されている。（進捗報

告書7） 
 満足度調査の分析結果から広報活動の重要性が判明した。そのためのポスター（広報内容「給水サービス向上へのZAWA努力」）を、JOCV隊員（フォトグラフ

ァー）と邦人スワヒリ語留学生（ザンジバル大学）の協力を得て作成した。設置場所および使用ロゴの認可を取得済。設置先としてZAWA本部（料金窓口横）

とパイロット区画（Makadara中等学校）を予定している。 
 第2年次参画の専門家は、水道料金改定ロードマップ（案）を2013年10月に策定した。 
 当該ロードマップは、適正な給水サービスを保つための資本投資（施設改善）が伴わないなど不適切であることが判明し、ZAWA無収水削減事業を勘案した水

道料金が再度考慮されることになり、現在作業中である。（進捗報告書7） 
 AfDB有償事業（配水系統化）を題材に、適正な水道料金を算定する「趣旨」と「プログラム（案）」をC/PへOJTにて説明中である。 

成果４：無収水削減に係る

計画策定/施行能力が向上

する。 

4-1 漏水削減準備計画が年間ビジネス計画に組み込まれる。 
 都市水道施設とみなされる給水区域にて、配水管路の地表漏水調査（第 1 巡目）を 2013 年 9 月から開始し 2014 年 1 月に完了した。 
 当該調査結果に基づき、管路補修材の数量計算書を 2014 年 2 月に専門家が作成し、次年度予算獲得のための資料として ZAWA 技術部長/財務部長へ提出した。 
 管路補修材の調達は、ZAWA 年度予算ではなく、AfDB 有償事業のコンポーネントとして扱われることになった。ただし、設計作業（入札図書（案）の作成）

が大幅に遅れている。 
4-2 パイロットエリアにおける手順書が、ZAWA により他ドナー支援の有償事業の設計図書に反映される。 
 2015 年 3 月に管工事に係る標準施工図が完成した。管工事に係る標準施工図は、管路敷設/マニフォールド設置/配水流量監視設備の標準図（案）から構成され

ている。（進捗報告書 7） 
 現在 C/P と専門家は、標準施工図（案）に付帯する技術標準書（案）を協働で作成中である。 
4-3 ZAWA 職員の能力が以下の分野において定められた基準を満たす。 
 地表漏水調査の分析結果に基づき、Saateni 配水系統化の管路設計を進め、その内からパイロット地域として「Makadara/Gulioni 区画」を選定した。当該パイロ

ット地域での配水系統化に係る数量計算書を 2014 年 2 月に専門家が作成し、予算獲得用の裏付け資料として ZAWA 技術部長/財務部長へ提出した。 
 管路補修工事に必要な機材購入/工事材料数量を含む「施工計画書（案）」を専門家が作成し、C/P が ZAWA 内部調整を実施中。 

現場 OJT がいずれの分野でも未修了である。(1)漏水探知は地表/駆体漏水調査のみ（地下漏水管路/漏水箇所特定等を未実施）、(2)管路工事は未実施、(3)給水装

置設置も未実施、(4)施工管理は 4 月に活動開始。 
 

(1) 漏水探知 2 名

(2) 管路更新/敷設/補修 10 名

(3) 給水装置設置 4 名

(4) 施工管理 2 名
 

 第 1 版を 2015 年 7 月までに専門家が作成し、今後の ZAWA 事業活動を C/P がモニタリングする計画となっているで。 
 同事業モニタリング案は「事業化計画（案）→詳細設計監理→入札図書監理→施工監理」という構成からなる。また、同事業モニタリング案は、AfDB 有償事

業の実施に際しては、施工監理から開始できるよう OJT 計画を立てる。 
 第2年次当初よりGISへの入力作業を開始、情報が更新された際には即座に入力を行っている。 
 2013年3月にAfDB有償支援契約が締結され、2014年1月「設計技師/管路調査技師/GIS技師」が専門家チームに参入、2014年6月からZAWA-DON社間の協議へオ

ブザーバとしてZAWAへの技術支援を継続中。 
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プロジェクト目

標の達成状況 

プ ロ ジ ェ ク ト 目 標 ：

無収水削減活動を通じて、

ZAWA 経営能力向上する 

1. JICA 技術協力プロジェクトとの協働によって ZAWA の無収水削減プロジェクトが開始される。 
 AfDB による有償事業の実施計画には、本プロジェクトのパイロットエリアが含まれている。同有償事業においては、本プロジェクトと C/P により当初計画の

見直しが実施され、無収水削減に不可欠な配水系統化が提案され、AfDB が承認した。現在、技術的な内容について、本プロジェクトと工事を担当するコンサ

ルタントとの間で詳細設計作業を実施中である。 
2. ZAWA 年間ビジネス計画の年次予算が、事業経営の優先性を考慮して配分される。 
 ZAWA の予算化を勘案した ZFY-2015 年間ビジネス計画（案）は、無収水削減活動（施工計画書）を含み C/P と専門家の協働で策定したが、ZAWA はこれを適

用せずに「中期 5 ヵ年計画に基づく ZFY-2015 分」をザンジバル政府へ提出した。 

上位目標の達成

状況・見込み 
上位目標：ZAWA 水道サ

ービスが改善される。 

1. モデルシステム地域における水道供給が時間と水圧に関して以下のとおりに改善される。 
 これまでのプロジェクト成果に基づきベースラインが設定され、AfDB 有償事業実施後に達成が見込まれる数値が設定される予定である。そのため、専門家が

意図する無収水削減事業となれば、上位目標が達成される可能性は高くなる。なお、今次の終了時評価報告書にかかる JCC 協議において、上位目標の達成目

標値を C/P と専門家で提案予定としている。 
供給時間（平均） XX 時間/日（ベースライン） YY 時間/日（目標値） 
供給水圧（最低） XX mH2O（目標値） YY mH2O（目標値） 

 
2. モデルシステム地域における水道料金請求/徴収業務が以下のとおりに改善される。 
 これまでのプロジェクト成果に基づきベースラインが設定され、AfDB 有償事業実施後に達成が見込まれる数値が設定される予定である。そのため、プロジェ

クトが意図する無収水削減事業となれば、上位目標が達成される可能性は高くなる。なお、モデル配水系統での給水装置調査が 2015 年 5 月末に完了予定で、7
月までに請求書配布/徴収の統計値を加味して、上位目標の達成目標値を C/P と専門家で提案予定とする。 

徴収金額人数率 XX  %（ベースライン） YY  %（目標値） 
徴収金額率 XX  %（ベースライン） YY  %（目標値） 

 

実
施
プ
ロ
セ
ス 

活動計画の進捗

状況 
活動計画は予定通りに実

施されているか？ 

 本プロジェクトは、施設調査などの技能向上に関する OJT はおおむね順調に活動が実施されている。他方、顧客対応、意識改革などの分野では活動は実施

しているものの、専門家先導の OJT 実施が難しいことから、成果の具現化がやや遅れている。プロジェクト終了までには、計画された活動が終了する予定

である。 
 
成果1 1-1 経営情報の主要業務指標およびPDM活動の進捗管理指標を定義して、月毎の収集と分析を行う。 実施中（単独改善には不十分） 

（2015 年 9 月上旬完了予定） 
1-2 ZAWAと他水道事業体とのKPI値対比システムを構築する。 実施中（同上） 

2015 年 9 月上旬完了予定 
1-3 年間ビジネス計画(ABP)に掲載された“都市水道における無収水削減事業活動”の計画策定を通じた

予算管理を強化する。 
実施中（中長期計画が要先行） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

成果 2 2-1 組織構造に係り、その過渡期の改定計画を伴う改革を進展させる。 実施中（総裁/理事会次第） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

2-2 ZAWA本部/支所人材の雇用、再配置、管理の改善計画を提案する。 実施中（提案するが未協議） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

2-3 訓練方法を見直し、職員訓練の年間計画を実行する。 実施中（自己計画策定） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

2-4 職員規定/規則を見直し改定起案する。 完了 
2015 年 5 月完了 

成果 3 3-1 都市水道施設における全世帯およびモデル配水系統の顧客について、顧客管理ソフト(SBM-GIS)へ
登録し、それらの最新化を行う。 

完了 
2015 年 5 月完了 

3-2 現行の請求/徴収指針を改善する。 実施途上 
2015 年 9 月上旬完了予定 

3-3 モデル配水系統における検針から請求までの業務を改善する。 実施途上 
2015 年 8 月中旬完了予定 

3-4 水道水売り上げを向上させる広報活動を強化する。 完了（暫定的） 
2015 年 4 月完了 

3-5 モデル配水系統における無収水削減活動の収益性分析を行い、水道料金の改定ロードマップを準備

する。 
暫定案の完了（要継続作業） 
2013 年 5 月完了 
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施されているか？ 
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成果 4 4-1 都市水道施設の地表漏水調査を実施して、パイロット区画での管路補修を実施する。 実施中（未完成） 
2015 年 8 月中旬完了予定 

4-2 ZAWA技術標準書の一部として、管工事の標準施工図を整備する。 実施中 
2015 年 8 月下旬完了予定 

4-3 パイロット区画において、地表漏水削減から配水系統（配水管理/漏水監視区画）に至る手順書を指

針化して、管路更新及びメータ設置を実施する。 
実施中（工事未完了） 
2015 年 8 月下旬完了予定 

4-4 モデル配水系統における事業モニタリング（案）を設計し、漏水削減活動を監理する。 実施中（初期 OJT までか） 
2015 年 8 月下旬完了予定 

4-5 配水施設、調査記録、竣工図の各種情報をGISへ入力する。 実施中（今後の拡張計画） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

4-6 他ドナー支援による無収水/漏水削減事業と協調する。 実施中（継続中） 
2015 年 9 月上旬完了予定 

   
 

実施体制 

上位目標の達成

状況・見込み 

プロジェクトの実施体制

は適切に機能している

か？ 

 無収水の要因分析、削減対策を統括して行っている部署が組織上存在しない。但し、ZAWA の現状では各チーム間の連携が求められる段階には達しておらず、

プロジェクトの実施に際して現時点では問題となっていない 

 モニタリング指標に関しては、C/P 幹部職員との協議により設定される。それに基づき C/P 幹部職員、担当職務のリーダー自身が月例でモニタリングを実施し、

ZAWA 幹部と担当専門家へ報告している。 

 活動事項と成果達成を確認しつつ、C/P および JICA 担当者と意見交換を行い、専門家投入量を決定していく工夫がなされている。また、現地技師を多用する

ことで C/P 側の OJT の機会を最大化するように配慮し、言葉・習慣・宗教の障壁を可能な限り削減する工夫がなされている。 

C/P の配置は適切か？ 

 無収水対策専属の部署が組織上なく、また現在の関連部署において専属の職員の配置がない。従って本プロジェクトでは、現在ある関連組織の中からプロジェ

クト参加メンバーが選出された。彼ら自身従来通りの平常業務を行いながらのプロジェクト活動となるため、プロジェクトの意義は認識しつつも本プロジェク

トでの活動は彼らの負担ともなった。 

 基礎知識が備わった C/P の人数が十分とは言えない。特に活動３と活動４を担当する職員を決める際に、基礎知識を有した職員が不足しているため、人材の取

り合いになる。 

コミュニケーシ

ョン 

プロジェクト関係者間の

コミュニケーションは十

分か？ 

 ZAWA 側は成果毎にチームが編成されているが、対応する日本人専門家との意思疎通は円滑で良好である。 

 日本人専門家チーム内は、12 名の専門家が中心業務を持ちながら 4 成果を重複担当している。総括と副総括は全体業務に加えて、総括が成果 3 と成果 4 を、

副総括が成果 1 と成果 2 を総括している。 

 日本人専門家、現地専門家の活動分野で重複する箇所については、総括が双方の理解を確認しながら調整を行いつつ実施している。 

 専門家は、ZAWA との直接対話、他ドナーとの協働、情報交換などの点を考慮して、JICA タンザニア事務所主管のメリットが多いと考えている。 

合同調整委員会（JCC）は 

適切に機能しているか？ 

 JCC はこれまで 9 回開催されてきた。各 JCC において進捗状況の確認、PDM の修正などが実施されてきており、JCC は適切に機能している。 

オーナーシップ 
プロジェクトへの行政幹

部・C/P の関心・関与は十

分か？ 

 本プロジェクトのカウンターパートである ZAWA 顧客部長は、JICA プロジェクトで実施している業務が日常業務であるという認識を有している。そのため

C/P の配置、活動の参画といった観点において、他ドナーの活動よりも JICA プロジェクトを優先的に扱っている 

 ZAWA の上位機関である水省主席次官は、JICA プロジェクトへの関心が非常に高く、JCC の場において ZAWA 職員に対しプロジェクト実施に対して具体的な

注文・提案を行うなど、高いオーナーシップが確認される。 

促進・阻害要因 
その他の促進・阻害要因は

あるか？ 

促進要因 

 水公社として収入増に対する ZAWA のコミットメントが強化されてくるに伴い、プロジェクトに関与する ZAWA 職員の意識が確実に変化しつつある。（中間

レビュー、専門家） 

 技術（品質/標準）や需要志向の感覚を身につけている ZAWA 職員が複数人在籍している。 

阻害要因 

 無収水削減のためには施設管理、顧客管理が重要であるが、経営管理、事業投資との予算配分の調整が難しい。このことが ZAWA の財務体質改善の阻害要因

となっている。 

 水道業務に関する基礎知識を備えた C/P の不足があげられる。このため成果 3、成果 4 の活動実施に際し、有能な職員の取り合いとなる 
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政策・ニーズとの

整合性 

プロジェクトはタンザニ

ア国の政策と整合性が取

れているか？ 

 タンザニア国家開発ビジョン 2025、ザンジバル開発ビジョン 2020、ザンジバル第二次成長と貧困削減のための国家戦略（MKUZA2）、ザンジバル国家水政策

2004、に合致している。 

プロジェクトは日本の開

発援助政策と整合性が取

れているか？ 

 日本の対タンザニア国別援助実施方針（2012 年 6 月策定）において重点目標として「国民全てに対する行政サービスの改善」を掲げており、公共財政管理能

力の強化を支援する」としている。 

 JICA は 2004 年 10 月にザンジバル市街地給水計画事業化調査をはじめ、各種水道事業を実施してきており、本プロジェクトとの関連性が極めて高い。 

日本に技術的優位性があ

るか？ 
 日本の上水道事業の無収水率は全国平均で 10%弱であり、世界で最も優秀な実績を挙げている。関連技術の移転はタンザニアに対し優位性があるといえる。

また、ザンジバル水法は公共的性格を有した需要志向という点で日本型水法に類似しており、この点でも日本の技術的優位性は高い。 

プロジェクトは受益者の

ニーズに対応している

か？ 

 ZAWA の事業運営は効率的とは言えない状況にある。2015 年 5 月時点における無収水率は 95%以上と推測されている。（専門家、C/P） 

 ZAWA の水道供給サービスに対する住民の満足度は低く、アンケート調査によれば 9 割の住民が給水時間、水圧などに対して不満であると回答している。 

戦略・アプローチ 
ZAWA の能力強化を通し

た無収水削減というアプ

ローチは適切であるか？ 

 ZAWA の財務改善には、施設管理で給水サービスの改善を実現し、顧客管理により給水サービスを水道料金収入へ変換することが不可欠である。さらに、情報

管理と人事管理を含むことで事業成果の持続性が担保できることからもアプローチは適切である。（専門家） 

 無収水削減により ZAWA の財務的健全性が向上し、新しい水道施設への投資費用と維持管理費用を持続的に賄うことが可能になり、水道料金の安定化に寄与

するものと考えられる。（専門家） 

有
効
性 

プロジェクト目

標の達成予測 

プロジェクト終了までに、

プロジェクト目標は達成

されるか？ 

 プロジェクト目標の指標がプロジェクト終了までに達成される見込みは低い。他方、プロジェクトの活動を通して発現した成果は、ZAWA の幹部、職員にも共

有されており高い評価が得られている。また、ZAWA として、無収水削減の取り組みの重要性が認識されており、取り組みの継続に関して強いイニシアティブ

が表明されている。 

外部条件が満たされない

可能性があるか？その他

の阻害要因があるか？ 

 外部条件である「ザンジバル政府の水政策（ザンジバルビジョン 2020 における全国民への安全な水へのアクセス向上）が大きな変更なく継続される」に関し

ては、2014 年より ZAWA 年次予算不足分が政府のインフラ整備基金により補填されており、外部条件に変化はない。 

 2015 年 9 月に実施されるザンジバル大統領選挙、同 10 月の国政選挙以降については不透明である。 

成果とプロジェ

クト目標との因

果関係 

4 つの成果はプロジェク

ト目標を達成するのに十

分か？ 

 各成果は、ZAWA が水道事業者として求められる能力に対応した内容になっている。具体的には成果 1：ZAWA の情報管理能力向上、成果 2：人事管理能力改

善、成果 3：顧客管理能力改善、成果 4：無収水削減に係る計画策定/施行能力向上は、いずれもプロジェクト目標である ZAWA 全体としての無収水削減に係

わる能力向上に繋がることから、プロジェクト目標達成のための各成果の貢献は明確である。 

成果達成の進捗状況は十

分か？ 
 成果の達成状況は不十分である。主な理由として以下があげられる。ZAWA の予算不足による無収水削減活動の遅延、AfDB 有償事業の契約が完了していない

ことにより、活動に必要となる資金管材調達経費が工面できないこと。 

効
率
性 

成果の達成度 

投入の結果としての成果

の発現は十分か？ 

 目標とされた成果の達成度は十分とは言えないが、投入量を考慮すれば成果の発現は許容の範囲であるといえる。（専門家、C/P） 

 限られた投入で最大限の効果を上げるための良質な現地技師の雇用、専門家チームによる修正提案に対する迅速な対応は、限られた投入の効果的・効率的な活

用につながった。 

供与機材は十分に活用さ

れているか？ 
 供与機材は種類も量も ZAWA にとって適切である。なお、機材のほとんどはプロジェクト活動で使用中であるため、プロジェクトチームにより適切に維持管

理されている。 

本邦、第三国研修の成果は

現地において十分に活用

されているか？ 

 本邦研修参加者のザンジバル帰国後、本邦研修の帰国報国会が ZAWA 本部でその都度開催されている。（専門家） 

 本邦研修/第三国（ヨルダン）研修も ZAWA のスタッフの能力強化に貢献した。変化の一例として、水省主席次官が「配水系統化/SCADA」を理解したこと、

ZAWA 幹部/職員が、GIS を中心とした ICT 技術を駆使した顧客管理を目標としていることが挙げられる。 

 研修に参加した人たちは、水道メータを定期的にメンテナンスする重要性、配水系統化が無収水削減に貢献する要因など、日常業務レベルから将来的な基本設

計構想に至るまで ZAWA の現状を改善するために必要な技術を利用している。（C/P） 

活動を予定通りに実施す

るための投入は質量共に

適切で、かつ適時に実施さ

れたか？ 

 第二年次以降、専門家チームの人員構成が大幅に刷新されて以降、C/P との意思疎通も改善しプロジェクトが活性化した。特に現場で実際に指導する OJT 方式

を多用するようになってから、水道業務に関して十分な知識を有さない ZAWA 職員に対する動機付けに非常に有効に作用した。（C/P） 

他スキーム、他ド

ナーとの連携 

円借款、他ドナーの関連プ

ロジェクトとの相乗効果、

支援の重複はあるか？ 

 ZAWA へのドナー支援は AfDB/UN-Habitat が大きな割合を占めているが、両機関は JICA の技術支援を十分理解しており、これまでに連携のための協議が何度

か実施されてきた。その成果の 1 つが AfDB 有償資金によるインフラ整備計画である。同事業ではストーンタウン地区を含むサティーニ配水系統を及びウエレ

ゾ配水系統の配水管網のブロック化ならびに老朽化した配水管網の更新、給水装置の更新・新設を予定している。本プロジェクトの成果 4「無収水削減に係る

計画策定/施行能力が向上する」の実現、プロジェク目標、上位目標実現に大きな貢献要因となっている。 
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上位目標 
上位目標「ZAWA 水道サ

ービスが改善される」が達

成する見込みがあるか？ 

 上位目標の目標指数はベースラインの調査結果に基づき、プロジェクトの進展に基づき現実的な数値を設定されること、また、実施が予定されている AfDB 有

償事業との連携に伴う相乗効果により達成は可能である。 

波及効果 

国内外にプロジェクトの

効果は波及したか？また

今後波及する見込みはあ

るか？ 

 将来的にプロジェクトエリア外へ活動の成果が普及する可能性が見込まれるものの、現時点では波及していない。 

その他正負の影響はある

か？ 
 その他、正負の影響は特にみられない。 

政策面 

無収水削減に関する政府

の政策的方向性及び行政

幹部の考え方はどのよう

なものか？ 

 必要となる法制度、規制の整備は非常に遅れている。水道サービスに関連が深いのは土地法、道路法、建物法である。 

 ZAWA は将来的に、上水道および下水道へ関与していくことになっており、そのためには配管等のインフラ整備において、電気、通信、道路を管轄する上位機

関である土地住宅水エネルギー省の調整が不可欠である。専門家チームと同省主席次官の良好な関係より、現時点においては具体的な計画には至ってないが、

総合的な開発計画の必要性を同省が認識しつつある。 

組織面 

中長期的な目標達成のた

め、C/P 機関において必要

な組織・人員・財政的な措

置が行われるか？ 

 現時点においては、プロジェクト終了後に活動がどのように継続されるかについての組織体制が明確になっていない。 

技術面 

継続的な活動のために十

分な技術移転が実施され

たか？C/P は他の関係者

に研修を実施する能力を

身につけたか？ 

 交換部品の調達、コストの観点より、現在ザンジバルにおける調達の可否、コスト等を勘案した技術標準化案を策定中。 

 現時点では都市水道の支援に限定しているが、今後は村落水道の経営手法を根本的に改善する必要がある。 

 施設、機材の維持管理能力は向上しているが十分とはいえない。事業の実施を通じた継続的な OJT が有効である。 

 技術面における持続性を担保するためには、水道事業としての基礎資料整備（成果 3、成果 4）が最重要である。但し、現時点から維持管理能力（成果 1）に

も着手していく必要がある。そのため成果達成よりも活動開始の重要性を最優先させるべきであると考えられる。 

財政面 

ZAWA は継続的な活動の

ための予算を確保してい

るか？ 

 プロジェクト活動を継続していくための予算手当は十分ではない。組織面に加えて財政面の持続性についても方針を明確にすることが求められる。 

投入された資機材の管理

は適切に行われている

か？ 

 投入された機材は、担当責任者により適切に維持管理されている。（C/P） 

阻害要因 
持続性に影響を与える要

因はあるか？ 
 技術的基礎能力を有する職員の配置。 

 ザンジバル政府とタンザニア政府の意思疎通が維持もしくは改善されること。 
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